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新・担い手３法の運用状況、
建設業の働き方改革等について
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新･担い手３法（品確法と建設業法･入契法の一体的改正）について

※担い手３法の改正（公共工事の品質確保の促進に関する法律、建設業法及び公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律）

相次ぐ災害を受け地域の「守り手」としての建設業への期待
働き方改革促進による建設業の長時間労働の是正
i-Constructionの推進等による生産性の向上

予定価格の適正な設定、歩切りの根絶
価格のダンピング対策の強化
建設業の就業者数の減少に歯止め

新たな課題・引き続き取り組むべき課題 担い手３法施行(H26)後５年間の成果

平成26年に、公共工事品確法と建設業法･入契法を一体として改正※し、適正な利潤を確保できるよう予定価格を適正に設定することや、ダンピング対策を
徹底することなど、建設業の担い手の中長期的な育成・確保のための基本理念や具体的措置を規定。

新たな課題に対応し、
５年間の成果をさらに充実する

新・担い手３法改正を実施

建設業法・入契法の改正 ～建設工事や建設業に関する具体的なルール～ ＜政府提出法案＞

品確法の改正 ～公共工事の発注者･受注者の基本的な責務～ ＜議員立法※＞

cv

○発注者の責務
・適正な工期設定 （休日、準備期間等を考慮）
・施工時期の平準化 （債務負担行為や繰越明許費の活用等）
・適切な設計変更
（工期が翌年度にわたる場合に繰越明許費の活用）

働き方改革の推進

○受注者（下請含む）の責務
・適正な請負代金･工期での下請契約締結

○発注者の責務
・緊急性に応じた随意契約･指名競
争入札等の適切な選択

・災害協定の締結、発注者間の連携
・労災補償に必要な費用の予定価格
への反映や、見積り徴収の活用

○発注者･受注者の責務
・情報通信技術の活用等による
生産性向上

生産性向上
への取組

災害時の緊急対応強化
持続可能な事業環境の確保

○調査･設計の品質確保
・「公共工事に関する測量、
地質調査その他の調査及
び設計」を、基本理念及
び発注者･受注者の責務の
各規定の対象に追加

○現場の処遇改善
・社会保険の加入を許可要件化
・下請代金のうち、労務費相当については現金払い

○工期の適正化
・中央建設業審議会が、工期に関する基準を作成・勧告
・著しく短い工期による請負契約の締結を禁止
（違反者には国土交通大臣等から勧告・公表）
・公共工事の発注者が、必要な工期の確保と施工時期の平準化
のための措置を講ずることを努力義務化＜入契法＞

○技術者に関する規制の合理化
・監理技術者：補佐する者(技士補)
を配置する場合、兼任を容認

・主任技術者(下請)：一定の要件を
満たす場合は配置不要

○災害時における建設業者団体
の責務の追加

・建設業者と地方公共団体等との
連携の努力義務化

○持続可能な事業環境の確保
・経営管理責任者に関する規制を
合理化

・建設業の許可に係る承継に関す
る規定を整備

※平成17年の制定時及び平成26年の改正時も議員立法 3
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「発注関係事務の運用に関する指針（運用指針：令和２年１月改正）」 改正の主なポイント
運用指針とは：品確法第22条に基づき、地方公共団体、学識経験者、民間事業者等の意見を聴いて、国が作成（令和２年）

各発注者が発注関係事務を適切かつ効率的に運用できるよう、発注者共通の指針として、体系的にとりまとめ
国は、本指針に基づき発注関係事務が適切に実施されているかについて毎年調査を行い、その結果をとりまとめ、公表

必
ず
実
施
す
べ
き
事
項

実
施
に
努
め
る
事
項

①予定価格の適正な設定
②歩切りの根絶
③低入札価格調査基準又は最低制限価格の

設定・活用の徹底等
④施工時期の平準化【新】
⑤適正な工期設定【新】
⑥適切な設計変更
⑦発注者間の連携体制の構築

①ICTを活用した生産性向上【新】
②入札契約方式の選択・活用
③総合評価落札方式の改善【新】
④見積りの活用
⑤余裕期間制度の活用
⑥工事中の施工状況の確認【新】
⑦受注者との情報共有、協議の迅速化

工事 測量、調査及び設計【新】

①予定価格の適正な設定
②低入札価格調査基準又は最低制限価格の

設定・活用の徹底等
③履行期間の平準化
④適正な履行期間の設定
⑤適切な設計変更
⑥発注者間の連携体制の構築

①ICTを活用した生産性向上

②入札契約方式の選択・活用

③プロポーザル方式・総合評価落札方式の積極的

な活用

④履行状況の確認

⑤受注者との情報共有、協議の迅速化

災
害
対
応

①随意契約等の適切な入札契約方式の活用【新】
②現地の状況等を踏まえた積算の導入【新】
③災害協定の締結等建設業者団体等や、他の発注者との連携【新】 4
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１．建設業の働き方改革の推進



［施工時期の平準化］ 施工時期の平準化の必要性

○ 年間を通じた安定的な工事の実施による経営安定化
○ 人材や機材の実働日数の向上や効率的な運用
○ 技能者の処遇の改善（特に休日の確保等）
○ 稼働率の向上による機械保有等の促進

○ 入札不調・不落の抑制など、安定的な施工の確保
○ 中長期的な公共工事の担い手の確保
○ 発注担当職員等の事務作業の負担軽減

（単位：百万円）
公共工事における工事出来高の状況

○ 公共工事では、年度内の時期によって工事の繁閑に大きな差が生じるため、人材や機材の効率的な活用等に支障
⇒ 改正品確法において、発注者の責務として公共工事の施工時期の平準化が規定

入契法で、公共工事の発注者に施工時期の平準化のための方策を講じることを努力義務化

発注者に期待される効果建設業者（受注者）に期待される効果

施工時期の平準化の推進
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平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度

国 都道府県 市区町村

閑散期閑散期
（技能者）仕事が少ない、収入不安定
（受注者）人材・機材が過剰

繁忙期繁忙期
（技能者）休暇取得困難、長時間労働
（受注者）技術者が不足する懸念
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［施工時期の平準化］ これまで講じた主な取組

秋・冬

○ 品確法の改正を踏まえた公共工事の発注関係事務に関する全国統一指標として、地域平準
化率※（施工時期の平準化）を決定・公表

令和２年
春

※すべての地方公共団体の平準化率を公表。ゼロ債務負担や繰越手続等について、設定割合や実施時期など、具体的なデータを公表
「見える化」結果を反映し、地方公共団体の優良事例について、「さしすせそ事例集」を改訂

○ 入契調査等を踏まえ、取組の遅れている地方公共団体が自らの現状を認識し自主的な取組が
促されるよう、平準化率と具体的な取組状況を「見える化」して公表 （４月）

○ 「見える化」の結果を受けて、平準化に関する取組をより一層推進するよう、国土交通省と総務
省の連名で、地方公共団体に対して要請 （４月）

令和２年
夏

○ 特に平準化が進んでいない人口１０万以上の市（１３６団体）に個別ヒアリングを実施。
「さしすせそ」の取組が未実施の団体等を個別訪問などし、担当幹部に直接に要請

※国等・都道府県・市区町村の発注工事の稼働件数から算出した地域ブロック単位・県域単位の平準化率
（地域発注者協議会において、地域ブロック・県域ごとの目標値を設定し、各発注機関別の平準化率を併せて公表）

○ 土木部局以外の部局間連携の推進について、総務省と連名で通知。併せて、農水省、文科省、
環境省等、関係省庁からも都道府県等の事業部局に対して通知を発出 （９月）

○ 全建や全中建と連携し、「見える化」結果を踏まえ、地域の建設業者にアンケートを実施
（地域の元請建設業団体 ２２協会 約１８０企業から意見を聴取） （全建17協会、全中建５協会）

○ 債務負担行為の活用が未実施の団体（約９０団体）に対して、個別にヒアリングを実施

7

○ 平準化に資する国庫債務負担行為の活用について、これまで設定していた直轄事業に加えて
補助事業も対象に拡大

○ 全国統一指標（地域平準化率等）の目標値を決定・公表



「さしすせそ」の取組が未実施の人口１０万以上の市 平準化の取組に関する主な課題

［施工時期の平準化］取組が遅れている人口10万以上の市へのヒアリング等

○ 特に、取組が未実施の団体（４３市）に対しては、個別に働きかけを行い、令和２年度中に未実施団体を解消

○ 平準化の取組が遅れている人口１０万以上の市（延べ１６６自治体）に個別にヒアリング等を行い、取組の改善や課題を聴取

〇 財政部局や議会の理解がなかなか進まない

・単年度予算の考えが根強く、早期の繰越は理解が得られにくい
・繰越が良くないとの意識 等

〇 交付金の決定時期が遅く、早期発注が進みにくい

・交付決定後に契約事務を進めるため、第一四半期での契約はハードル
・予算が100％付く保証がないため、ゼロ債の活用に支障 等

〇 事業部局や他部局との連携が必要

・病院、上水道、農業土木など土木部門以外の工事が多く、連携が必要 等

〇 小規模な工事が多く、平準化の実態把握が困難

・500万円未満の小規模工事も多く、それらも反映する必要 等

〇 技術職員のノウハウや人員の不足

・世代交代や人員削減により熟練の技術職員が不足している 等

〇 地域特有の事情により施工時期が制限される

・耕作時期や観光シーズンは工事ができない。河川工事では時期が制限 等

〇 その他

・地方自治法上、市では1.5億円以上の工事の契約に議会の議決が必要であり、
ほとんどが9月議会に諮ることになる 等
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Ｒ元年11月※ Ｒ２年６月

7

129

未実施 実施済

N=136団体

※令和元年度入契調査

今年度の入契
調査で未実施
団体は解消

● 「さしすせそ」の取組のさらなる深化を促進

● 人口１０万未満の市に対しても改善の働きかけを展開



［施工時期の平準化］ 地域の建設業者による声 （全建・全中建会員企業）

工事の繁閑に伴う弊害の是正を望む声

○ 全国建設業協会、全国中小建設業協会と連携し、地域建設業者による現場の生の声を聴取 （全国２２協会、約１８０業者）
○ 平準化の取組への期待や「見える化」など多くの期待や評価がある一方、更なるデータの深堀りや業界との連携等を望む声が多数

『見える化』について更なる改善・工夫を望む声

・ 特定時期に発注が集中しすぎ、技術者配置が困難

・ 気候の一番良い４～６月に仕事がなく、遊びの状態

・ （仕事量の偏りで）下半期だけで一年分稼いでいる感覚がある
・ 社員や作業員の雇用継続が難しい。資金繰りも大変

○自治体の取組を促進するに当たって有効性を評価する声
・ 平準化率の低い団体が努力するようになったと感じる
・ 平準化が発注者責務であるとの自覚を広める上で効果的
・ 隣接市町村の状況が見え、職員の意識改革につながる

○ 建設業者による活用が期待
・ 取組の進捗を指摘できるためありがたい
・ 地元自治体の状況を他市町村と比較でき、実態把握に有効
・ 自治体との意見交換や要望等に活用したい

平準化の『見える化』に対する一定の期待や評価

・ 市町村は小規模工事も多いので、５００万未満の工事も対象にして欲しい
・ 受注している工事規模が５００万円より小さいため、平準化率に現れていない
・ 早期発注等は工事規模による傾向もあり、工事規模別の平準化を進めるべき
・ 自治体自ら平準化の実態や対策の必要性を自覚するよう促すことが肝要

発注者側の部局間連携や議会等の理解を望む声

市町村に対する直接働きかけの強化を望む声

受注者側の受注環境など、地域の業界との連携を望む声

・ 首長や議会議員の理解が重要。議会での繰越承認等の円滑化を促すべき
・ 財政部局や、発注関連部署の連携が重要で、これらの理解の増進に努めるべき

・ 労務や機材の手配の都合がつかず、工期ギリギリの施工

・ 人口１０万未満の市に対しても、もっと働きかけを行って欲しい
・ 公契連で国と自治体が連携し始めたことは大変ありがたい。更に進めてほしい

・ 平準化率ありきで、設計や調整等が未了での発注がなされないようにしてほしい
・ 平準化率が低い自治体は地元業者の声を聴いてない。業界実態への共感が希薄
・ 地域の建設業界との対話を通じて業界の実態を理解して発注して欲しい
・ 一律の早期発注でなく、増水期等の事情を考慮し施工しやすい時期の発注を望む

○ 入契調査で請負金額５００万円以下の工事も対象に調査し、見える化に反映
○ 「見える化」に当たって、工事規模別の平準化率についても見える化
○ 自治体自ら実態を管理し、主体的に作業を行えるよう統一フォーマットを導入

現場の声を踏まえた取組改善の方向性

○ 総務省・議長会と連携して、市議会議長や町村議会議長等に対して周知
○ 農林や病院等、土木部局以外の関係部局との連携推進（先進事例の水平展開）

○ 「見える化」を踏まえ、人口１０万未満の市に対する個別働きかけを開始
○ 統一フォーマットを全国の市町村に普及、市町村ごとの『平準化カルテ』を作成

（市町村だけでなく、地元業界とも実態を共有）

○ 自治体と地域の建設業団体との意思疎通の促進 （受発注者の意見交換等の
実施を促進）（国土強靭化等の円滑な施工確保の取組の一環として要請）

（令和３年１月２９日、総務省自治行政局長、国土交通省不動産・建設経済局長通知で地方公共団体に要請）
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［施工時期の平準化］ 平準化率の概要

都道府県の平準化率の状況 各地域における平準化率別の市区町村の構成割合

※ 地 域 区 分
北 海 道
東 北
関 東

北 陸
中 部

：北海道
：青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県
：茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県
東京都、 神奈川県、 山梨県、長野県

：新潟県、石川県、富山県
：岐阜県、静岡県、愛知県、三重県

近 畿

中 国
四 国
九 州

沖 縄

：福井県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県
奈良県、和歌山県

：鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県
：徳島県、香川県、愛媛県、高知県
：福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県
宮崎県、鹿児島県
：沖縄県

※平準化率の定義：４～６月期の工事平均稼働件数／年度の工事平均稼働件数

※都道府県の平準化率は、「一般財団法人日本建設情報総合センター コリンズ・テクリスセンター」に登録された工事を基に算出（１件当たり500万円以上の工事を対象）

※市区町村の平準化率は、「令和２年度入札契約適正化法に基づく実施状況調査（令和３年１月時点速報値）」を基に算出（１件当たり130万円以上の工事を対象）

平準化率の区分:

全国 北海道 東北 関東 北陸 中部 近畿 中国 四国 九州 沖縄県

0.55 0.81 0.58 0.50 0.56 0.50 0.47 0.62 0.55 0.47 0.45

地域別の平準化率の平均値（市区町村）

平準化率 0.8以上

平準化率 0.7～0.8

平準化率 0.6～0.7

平準化率 0.6未満

全国平均（都道府県）
平成30年度：0.75
令和元年度：0.76

令和２年度 平準化の見える化 ①

北海道 東北 関東 北陸 中部 近畿 中国 四国 九州 沖縄

4
28 69 8 22

45
8 7

34
5

3

11 47
5

23
15

7 7
15

2

6

15 52
12

23 25

8
7

20

2

7

8 24
7

16 13

10
5

14
5

4 16 4
5

10 6
99

10 20 7
5 13 9 6 11 2

北海道 東北 関東 北陸 中部 近畿 中国 四国 九州 沖縄

25
55 86 11 25

55
17 24 66 159

23
22 15

11

5
4

14 6

15

18
23

3

8 5

8
8

11 1

12

11
16

4
5 6

6 4
10 3

12

10
14 1

5 5

3 2
5

70
32 22 4 6 11

14 14 17 4

市・区
（791団体）

※グラフ内の数字は地方公共団体数
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令和2年度入契調査を踏まえ、全国１,721市区町村を含め、全地方公共団体の平準化率等を見える化（今年度内に正式に公表予定）

町・村
（914団体）
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3
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［施工時期の平準化］ 都道府県別の市町村平準化率の構成

各都道府県における平準化率別の市区町村の構成割合

※市区町村の平準化率は、「令和２年度入札契約適正化法に基づく実施状況調査（令和３年１月時点速報値）」を基に算出（１件当たり130万円以上の工事を対象）

※グラフ内の数字は地方公共団体数平準化率の区分：

0.61 0.34 0.44 0.47 0.54 0.45 0.46 0.77 0.45 0.69 0.64 0.53 0.57 0.50 0.65 0.51 0.41 0.52 0.50 0.50 0.60 0.48 0.44 0.45

令和２年度 平準化の見える化 ②

平準化率の
平均値 0.81 0.52 0.52 0.55 0.65 0.71 0.55 0.47 0.46 0.51 0.48 0.44 0.55 0.52 0.45 0.56 0.60 0.65 0.43 0.50 0.45 0.55 0.48

平準化率の
平均値
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見える化に当たっては、都道府県別に、全市区町村の平準化率を公表する予定



※市区町村の平準化率は、「令和２年度入札契約適正化法に基づく実施状況調査（令和３年１月時点速報値）」を基に算出（１件当たり130万円以上の工事を対象）

※有効回答数1,398団体（平準化統一フォーマットを提出した市区町村）

60 78 85 81 101
10

29
43 48 22

22

43
42 45 32

32

25
29 22

29
34

27
15 11 2079

35 23 30 33

470 402 402 364
267

67
67 64 68

85

31
49 46 51

73

15 46 44 45
56

33 26 39 42
44

86 112 107 132 177

209 213 220 202 166

44 35 55 62
70

40 40
50 45 58

27 51
39 47 4633 39 34 35 39

106 81 61 68 80

［施工時期の平準化］ 各市町村の工事規模別の平準化率の分布状況

人
口
10
万
以
上
（市
区
）

人
口
10
万
未
満
（市
区
）

町
村

発注件数 5,781件 発注件数 13,564件 発注件数 14,344件 発注件数 19,359件

平準化率の区分：

発注件数 21,141件

発注件数 2,785件 発注件数 8,339件 発注件数 15,839件 発注件数 25,436件発注件数 13,132件

発注件数 9,282件発注件数 1,251件 発注件数 4,293件 発注件数 7,308件 発注件数 15,436件

１億円～３０００万円1億円以上 ３０００万円～１０００万円 １０００万円～５００万円 ５００万円以下

団
体
数

団
体
数

団
体
数

令和２年度 平準化の見える化 ③

12

今回の見える化から、市区町村については、工事規模別の平準化率についても各自治体ごとに公表予定※

※今回は平準化統一フォーマットを活用した約1,400市町村について公表予定
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1181

令和２年度

22
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89

令和２年度
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15

1

令和２年度

16
18

54

24
38

112

令和２年度

10

7

2010

15

5

令和２年度

55

12

令和元年度

工
期
１
年
未
満
の
工
事
に
お
け
る

債
務
負
担
行
為
の
設
定

ゼ
ロ
債
務
負
担
行
為
の
設
定

出典：令和２年度入札契約適正化法に基づく実施状況調査（令和３年１月時点速報値）

人口１０万以上の団体を中心に、債務負担行為の設定団体数は増加

すでに債務負担行為を活用している団体においても、全体の発注に占める債務負担行為の設定割合が向上

今後は、債務負担行為の活用の深化に加えて、人口１０万未満の自治体でも取組を促進する必要

都道府県・指定都市 人口10万以上 人口10万未満

10％以上

５～10％

１～５％

１％未満

その他

未設定
（割合未回答又は当年度実績なし）

10％以上

５～10％

１～５％

１％未満

その他

未設定
（割合未回答又は当年度実績なし）

設定団体数 55 ➡ 62 97
16
5

令和元年度

291

1168

令和元年度

65

2

令和元年度

107
155

令和元年度

126

1333

令和元年度

30 28
95

38

222

1046

令和２年度

設定団体数 97 ➡ 150
設定団体数 291 ➡ 413

全67団体 全262団体（市区） 全1459団体（市区町村）

設定団体数 65 ➡ 66 設定団体数 107 ➡ 173 設定団体数 126 ➡ 278

［施工時期の平準化］ 平準化の具体的取組 (1) 令和２年度 平準化の見える化 ④

13



出典：令和２年度入札契約適正化法に基づく実施状況調査（令和３年１月時点速報値）

速やかな繰越は、人口１０万以上の市を中心に活用が大きく進展

柔軟な工期の設定は、人口10万以上の団体を中心に取組の実施団体が増加しているが、未活用の団体も多い状況

速
や
か
な
繰
越
手
続
の
実
施

柔
軟
な
工
期
の
設
定

10％以上

５～10％

１～５％

１％未満

その他

未設定
（割合未回答又は当年度実績なし）

４月～10月

初承認

11月～12月

初承認

その他

未設定
（時期未回答又は当年度実績なし）

都道府県・指定都市 人口10万以上 人口10万未満

全67団体 全262団体（市区） 全1459団体（市区町村）

54

13

令和元年度

36

226

令和元年度

198

1261

令和元年度

53

14

令和元年度

111
151

令和元年度

479
98
0

令和元年度

26

14

25

2

令和２年度

62

5183

66

令和２年度

118
134

672

535

令和２年度

175
6 16 6

141

1115

令和２年度

24
6 10

10

28
184

令和２年度

17

10
144

16

6

令和２年度

設定団体数 54 ➡ 61 設定団体数 36 ➡ 78 設定団体数 198 ➡ 344

実施団体数 53 ➡ 65 実施団体数 111 ➡ 196 実施団体数 479 ➡ 924

［施工時期の平準化］ 平準化の具体的な取組 (2) 令和２年度 平準化の見える化 ⑤
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［施工時期の平準化］ 市町村自らによる実態管理の促進 （『平準化統一フォーマット』の導入）

○ 自治体自ら平準化の実態を管理し改善につなげるため、統一フォーマットを導入。全国１,７２１団体のうち約１,５００団体が活用
○ 統一フォーマットの工事情報等をもとに、自治体ごとに『平準化カルテ』を作成し、個別の働きかけや業界との連携に活用

『平準化統一フォーマット』の機能 自治体ごとに 『平準化カルテ』 を作成

部局別や発注金額
別に、自治体の
発注時期の分布状
況を視覚化

月別の工事発注件数

月別の平準化状況

部局別や発注金額
別にグラフ化して
見える化

平準化率や月別の工事発注件数等の管理のほか、発注見通しな
どを踏まえて、平準化のシミュレーションを行うことが可能

『平準化統一フォーマット』をもとに、各自治体の平準化の具体的な
取組状況や、工事規模別を含めた平準化の基本データを整理

活用

4 月 5月 6 月 7月 8 月 9月 1 0月 11月 12 月 1月 2月 3 月 平準

0.61 0.66 0.72 0.79 0.94 1.19 1.20 1.19 1.22 1.20 1.21 1.06 0.66

0.31 0.40 0.59 0.77 0.91 1.23 1.34 1.41 1.39 1.41 1.26 0.97 0.44

0.25 0.38 0.63 0.87 0.98 1.13 1.20 1.43 1.53 1.47 1.26 0.88 0.42

0.23 0.48 0.89 1.13 1.17 1.13 0.95 1.17 1.38 1.42 1.14 0.92 0.53

0.30 0.43 0.67 0.88 0.99 1.16 1.19 1.36 1.44 1.41 1.24 0.93 0 .65全発注金額帯合計

発注金額帯（契約金額帯）

10000万円以上

3000万円以上10000万円未満

500万円以上3000万円未満

130万円以上500万円未満

工事規模別の
平準化率を分析

平準化率や発
注時期の分布状
況を把握

「さしすせそ」の
実施状況を
データ化

発注見通しを入力
すれば、平準化率
等の変化をシミュレ
ーションすることも
可能

15



令和３年 ４月 夏 秋 令和４年１月 以降

『見える化』
の

結果公表
（第２回）

地域発注者協議会、ブロック土木部長会議、監理課長会議等で
都道府県等に働きかけ・情報共有

[施工時期の平準化] 今後の平準化推進に向けたロードマップ

全
体

取
組
の
推
進

『見える化』
の

結果公表
（第３回）

市
町
村
単
位
の
取
組
強
化

取組
要請

＿
＿

＿
＿

さらなる改善【地方公共団体の予算との連携】

入契調査の依頼

・ 取組をフォローアップ
・ 更に働きかけを継続

引き続き
全体的な
底上げ

『平準化ガイドライン』策定（新規）

平
準
化
率

の
目
標

調査回答

16

国交省
総務省連名

周知・普及（都道府県公契連）。自治体の取組事例を収集

『平準化統一フォーマット』を全国の市町村に普及
（小規模な工事を含め、工事規模別などの実態把握に向けた環境整備）

都道府県ごとに、市町村に対して国交省が直接働きかける取組を全国展開
◎ 市町村ごとに『平準化カルテ』を作成し、平準化の実態を受発注者間で共有

（令和３年度は先行的に約1200団体程度で作成予定）

◎ 自治体と地域の建設業団体との意思疎通の促進（受発注者の意見交換等の実施）

県・市町村の議長会と連携（議会議長等に直接周知）

平準化率が大幅に低下した団体に個別ヒアリング （人口10万以上）

人口10万未満の市に対して、個別働きかけを開始
（比較的発注規模が大きく、取組が遅れている団体から順次実施）

随時、市町村から取組状況を聴取

地方公共団体における予算編成等地方公共団体における予算編成等

進捗状況
（地域平準化率の実績）の公表

自治体への
個別働きかけ

都道府県公契連
との連携

（全国展開）

令和４年度は全国の市町村で『平準化カルテ』を
整備 （多角的に実態を整理し、地元業界等とも共有）

農林等の関係部局との連携の推進

目標達成に向けた継続的フォローアップ

地域発注者協議会において、進捗状況等の整理・確認など
継続的なフォローアップを実施

目標達成に向けた
継続的フォローアップ、

達成状況（地域平準化率の
実績）の公表



［適正な工期設定］ 工期に関する基準 （概要）

第２章 工期全般にわたって考慮すべき事項
（１）自然要因

降雨日・降雪日、河川の出水期における作業制限 等
（２）休日・法定外労働時間

改正労働基準法に基づく法定外労働時間

建設業の担い手一人ひとりが週休２日（４週８休）を確保

（３）イベント
年末年始、夏季休暇、GW、農業用水塔の落水期間 等

（４）制約条件
鉄道近接・航空制限などの立地に係る制約 等

（５）契約方式
設計段階における受注者（建設業者）の工期設定への関与、分離発注 等

（６）関係者との調整
工事の前に実施する計画の説明会 等

（７）行政への申請
新技術や特許公報を指定する場合、その許可がおりるまでに要する時間 等

（８）労働・安全衛生
労働安全衛生法等の関係法令の遵守、安全確保のための十分な工期の設定 等

（９）工期変更
当初契約時の工期の施工が困難な場合、工期の延長等を含め、適切に契約条件の
変更等を受発注者間で協議・合意

（１０）その他
施工時期や施工時間、施工法等の制限 等

第１章 総論

（１）背景
（２）建設工事の特徴

（ⅰ）多様な関係者の関与 （ⅱ）一品受注生産 （ⅲ）工期とコストの密接な関係

（３）建設工事の請負契約及び工期に関する考え方
（ⅰ）公共工事・民間工事に共通する基本的な考え方 （ⅱ）公共工事における考え方 （ⅲ）下請契約

（４）本基準の趣旨
（５）適用範囲
（６）工期設定における受発注者の責務

第３章 工程別に考慮すべき事項
（１）準備

（ⅰ）資機材調達・人材確保
（ⅱ）資機材の管理や周辺設備
（ⅲ）その他

（２）施工
（ⅰ）基礎工事 （ⅱ）土工事 （ⅲ）躯体工事
（ⅳ）シールド工事 （ⅴ）設備工事
（ⅵ）機器製作期間・搬入時期 （ⅶ）仕上工事
（ⅷ）前面及び周辺道路状況の影響 （ⅸ）その他

（３）後片付け
（ⅰ）完了検査 （ⅱ）引き渡し前の後片付け、清掃等の後片付け期間
（ⅲ）原型復旧条件

第５章 働き方改革・生産性向上に向けた取組について

働き方改革に向けた意識改革や事務作業の効率化、工事開始前の事前調
整、施工上の工夫、ICTツールの活用等について、他の工事現場の参考とな
るものを優良事例として整理 ※詳細は別紙に整理

第６章 その他
（１）著しく短い工期と疑われる場合の対応

駆け込みホットラインの活用
（２）新型コロナウイルス感染症対策を踏まえた工期等の設定

受発注者間及び元下間において、協議を行い、必要に応じて適切に契約変更
（３）基準の見直し

本基準の運用状況等を踏まえて、見直し等の措置を講ずる

第４章 分野別に考慮すべき事項

（１）住宅・不動産分野
（２）鉄道分野

（３）電力分野
（４）ガス分野

○ 新・担い手３法成立を踏まえ、中央建設業審議会において、「工期に関する基準」を作成・勧告（令和２年７月）
○ 当初契約や変更契約にあたり発注者及び受注者が考慮すべき事項の集合体であり、適正な工期を確保するための基準

17



週休２日の推進 （対象工事の実施）

○ 直轄工事において、週休2日を確保できるよう、適正な工期設定や経費補正を実施している。
○ R6年4月から、建設業においても罰則付きの時間外労働規制が適用されることを踏まえ、計画的に週休2日を推進

する。

週休２日工事の実施状況（都道府県・政令市(計67団体)）

4週6休 4週7休 4週8休以上
労務費 1.01 1.03 1.05

機械経費(賃料) 1.01 1.03 1.04
共通仮設費率 1.02(1.01) 1.03(1.02) 1.04(1.03)
現場管理費率 1.03(1.01) 1.04(1.03) 1.06(1.04)

週休２日の推進に向けた取組

※()は空港土木

■工事成績評定による加点
４週８休を実施した工事について、「工程管理」の項目において加点評価

■週休2日の実施に伴う必要経費を計上
• Ｒ２年度より、共通仮設費、現場管理費の補正係数を見直し、必要経費

を計上する試行を継続。
• 受注者希望方式の積算方式も、発注者指定方式と同様に当初予定価格

から4週8休を前提とした経費の積算を行う。

休日率 4週6休以上
7休未満

4週7休以上
8休未満 4週8休以上

労務費 1.01 1.03 1.05

■週休2日交替制モデル工事の試行
• R１年度より、現場閉所が困難な維持工事等において、工事従事者が交替

で週休2日を確保するモデル工事を試行。達成状況に応じて労務費を補正。

※現場施工体制(技術者・技能労働者)の確保に特別な費用等が必要となる場合は協議

週休２日の実施により、現状より工期が長くなることに伴う必要経費に関する補正

■H29年度：実施済３９団体
■H30年度：実施済５６団体
■Ｒ１年度：実施済６６団体

令和2年度は、原則全ての工事を「週休2日対象工事」として公告。

425 

4,338 

72 

165 

1,106 

3,129 

4,835 

659 

2,735 

3,356 

3,556 

0 2,000 4,000 6,000 8,000

H28年度

H29年度

H30年度

R1年度

週休2日実施工事 週休2日対象工事（公告工事）

H28年度 H29年度 H30年度 R1年度
公告件数(取組件数) 824(165) 3,841(1,106) 6,485(3,129) 8,391(4,835)

実施率 20.0% 28.7% 48.2% 57.6%

週休２日工事の実施状況（直轄）

4,835件
(R1年度)

発注者指定方式

受注者希望方式

交替制モデル工事

3,841
実施件数6.7倍 対象件数4.7倍

824

6,485
実施件数2.8倍 対象件数1.7倍

8,391
実施件数1.5倍 対象件数1.3倍
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２．予定価格の適正な設定や処遇改善の取組



令和２年３月から適用する公共工事設計労務単価について

○全国全職種平均値は最高値を更新し、20,000円の大台に

19,121 19,116 
18,584 

16,263 
15,871 

15,394 
14,754 

14,166 13,870 13,723 13,577 13,351 13,344 13,154 13,047 13,072 

15,175 

16,190 
16,678 

17,704 18,078 
18,632 

19,392 
20,214 

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

22,000

公共工事設計労務単価 全国全職種平均値の推移

注1）金額は加重平均値にて表示。平成31年までは平成25年度の標本数をもとにラスパイレス式で算出し、今年度は令和2年度の標本数をもとに算出した。
注2）平成18年度以前は、交通誘導警備員がA・Bに分かれていないため、交通誘導警備員A・Bを足した人数で加重平均した。

全国全職種平均値は最高値を更新

建設投資の減少に伴う労働需給
の緩和により下降

単価算出手法の大幅変更
・必要な法定福利費相当額の反映
・東日本大震災による入札不調状況に応じた

被災三県における単価引き上げ措置
等を実施

○伸び率については、８年連続の引き上げとなったが、全国平均の伸び率は過去８年間では最小の数値。

H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 R2 H24比

全 国 +15.1% → +7.1% → +4.2% → +4.9% → +3.4% → +2.8% → +3.3% → +2.5% +51.7%

被災三県 +21.0% → +8.4% → +6.3% → +7.8% → +3.3% → +1.9% → +3.6% → +2.9% +68.8%

参考：近年の公共工事設計労務単価の単純平均の伸び率の推移

注3）伸び率は単純平均値より算出した。 20



3,915.7

4,623.9

4,831.7

5,729.9

4,478.6

4,786.9

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

6,000
19

81
年

19
82

年

19
83

年

19
84

年

19
85

年

19
86

年

19
87

年

19
88

年

19
89

年

19
90

年

19
91

年

19
92

年

19
93

年

19
94

年

19
95

年

19
96

年

19
97

年

19
98

年

19
99

年

20
00

年

20
01

年

20
02

年

20
03

年

20
04

年

20
05

年

20
06

年

20
07

年

20
08

年

20
09

年

20
10

年

20
11

年

20
12

年

20
13

年

20
14

年

20
15

年

20
16

年

20
17

年

20
18

年

20
19

年

建設業男性生産労働者

建設業男性全労働者

製造業男性生産労働者

製造業男性全労働者

全産業男性労働者

技能者賃金の回復

（資料） 厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（10人以上の常用労働者を雇用する事業所）
※ 年間賃金総支給額＝きまって支給する現金給与額×12＋年間賞与その他特別給与額

建設業男性
全労働者

建設業男性
生産労働者

（千円）

2012年 2019年 上昇率

建設業男性生産労働者 3,915.7 千円 4,623.9 千円 18.1%

建設業男性全労働者 4,831.7 千円 5,729.9 千円 18.6%

製造業男性生産労働者 4,478.6 千円 4786.9 千円 6.9%

製造業男性全労働者 5,391.1 千円 5587.8 千円 3.6%

全産業男性労働者 5,296.8 千円 5,609.7 千円 5.9%
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令和２年３月から適用する設計業務委託等技術者単価

最近の給与等の実態を適切・迅速に反映
設計業務委託等（設計、測量、地質関係）

40,260円 平成３1年３月比；＋３．1％
（平成24年度比＋28.8％）

全職種平均

39,033 
38,943 

37,890 

35,133 
34,505 

33,119 

31,657 
31,000 30,690 

30,386 
30,919 31,133 

31,510 
31,681 31,671 

31,248 
31,633 

32,640 

34,175 

35,470 

36,580 

37,665 

39,055 

40,260 

28,000

30,000

32,000

34,000

36,000

38,000

40,000

42,000

Ｈ9 Ｈ10 Ｈ11 Ｈ12 Ｈ13 Ｈ14 Ｈ15 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 H31 R2

（円） 設計業務委託等技術者単価 全職種単純平均値の推移
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これまでの主な取組

関係者を挙げて社会保険未加入問題への対策を進めることで、

○ 技能労働者の処遇の向上、建設産業の持続的な発展に必要な人材の確保

○ 法定福利費を適正に負担する企業による公平で健全な競争環境の構築 を実現する必要がある

中央建設業審議会 「建設産業における社会保険加入の徹底について（提言） 」 （平成２４年３月）

○ 建設業社会保険推進連絡協議会の設置 （H24.5設置、H29.5改組）

・建設業関係団体等８４団体、学識経験者、行政（国交省、厚労省）により構成

１．行政・元請・下請一体となった保険加入の推進

○ 下請指導ガイドライン（課長通知）の制定 （H24.11～）

・元請企業は、下請企業や作業員の保険加入状況を確認・指導
・平成２９年度以降は、①未加入企業を下請企業に選定しない、②適切な保険に
未加入の作業員は特段の理由が無い限り現場入場を認めない取扱い

・令和２年１０月より社会保険加入確認のCCUS活用の原則化

５．社会保険加入に係る建設企業の取組指針の制定・浸透

○ 直轄工事の予定価格への反映（H24.4～）

・事業主負担分及び本人負担分について、必要な法定福利費を予定価格に反映

○ 法定福利費を内訳明示した見積書の活用

・専門工事業団体毎に「標準見積書」を作成し、活用を開始（H25.9～）
・建設業許可部局の立入検査による見積書の活用徹底（H28.6～）
・研修会の開催、簡易版の「見積書の作成手順」の作成等による周知・啓発

○ 請負代金内訳書への法定福利費の内訳明示（H29.7）

・標準約款（公共／民間／下請）を改正し、受注者が作成し発注者に提出する請
負代金内訳書に法定福利費を内訳明示

○ 法定福利費の支払い状況に関する実態調査の実施 （H29.9～）

６．法定福利費の確保

○ 国土交通省直轄工事における対策の実施 （H26.8～段階的に実施）

・二次以下の下請企業についても加入企業に限定（H29.4～）
・二次以下の未加入企業についても元請にペナルティを実施（H29.10～）

○ 地方公共団体発注の工事における対策の実施

・加入企業への限定を図ることを入札契約適正化法に基づき要請（H28.6）
・公共標準約款を改正し、下請企業を加入企業に限定する規定を創設（H29.7）

３．公共工事における対策の実施

○ 周知・啓発・相談体制の充実等

・相談窓口の設置、全国社会保険労務士会連合会との連携強化（H28.7～）
・地元の建設業者が参加し、事例共有や行動基準の採択を行う「社会保険加入推
進地域会議」を都道府県単位で開催（H29.7～R元）、「適切な保険」について
フローチャート形式で確認できるリーフレットの作成、周知（H30.1～）

７．その他

・実施後５年（H29年度）を目途に、企業単位では許可業者の加入率100％、
労働者単位では製造業相当の加入状況を目指すことを目標として共有

・目標の達成に向け、それぞれの立場で社会保険未加入対策を推進すること
を申し合わせ

・実施後５年（H29年度）を目途に、企業単位では許可業者の加入率100％、
労働者単位では製造業相当の加入状況を目指すことを目標として共有

・目標の達成に向け、それぞれの立場で社会保険未加入対策を推進すること
を申し合わせ

○ 工事施工を加入企業に限定する旨の誓約書の活用 （H30.1～）

４．民間発注工事における対策の実施

○ 経営事項審査における減点幅の拡大等 （H24.7～）

・未加入企業に対する減点幅の拡大（H24.7～）、減点措置の厳格化（Ｗ点の下
限値をゼロからマイナスへ見直し）（H30.4～）

○ 許可更新時等の確認・指導 （H24.11～）

・許可更新・経審・立入検査時に保険加入状況を確認・指導
・立入検査時には元請企業の下請企業への指導状況も確認
・未加入の企業は保険担当部局に通報

○ 許可要件化（R2.10～）

・建設業法を改正し、社会保険への加入を建設業許可の要件化

２．行政によるチェック・指導

建設業における社会保険加入対策の概要 （平成２４年度～）
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社会保険加入の改善状況（地方別、元請・下請次数別）
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３保険加入率（元請・下請次数別）
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３保険加入割合（地方別）
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３保険加入割合（地方別）
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○ 公共事業労務費調査（平成23年～令和元年）における３保険加入状況をみると、企業・労働者のいずれも加入割合は

上昇傾向にあるが、元請企業と比較して高次の下請企業は加入割合が低い傾向にある。

労働者別企業別
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「歩切り」
を行って
いる団体

０団体

「歩切り」
を行って
いる団体

０団体

設計書金額と予定価格が同額である団体 端数処理等を行っている団体

１９０団体

「歩切り」
を行って
いる団体

０団体

「歩切り」
を行って
いる団体

０団体

設計書金額と予定価格が同額である団体
（同額とする予定の団体を含む）

１，５２８団体

端数処理等を
行っている団体

（端数処理等に変更予定の団体を含む）

２５２団体

「歩切り」
を行っている団体

８団体

「歩切り」
を行っている団体

８団体

（※）設計書金額と予定価格が同額である団体数及び端数処理等を行っている団体数は推計。
（※）「廃止」には端数処理等に変更することも含める。

全１７８８団体 （４７都道府県、２０指定都市、１７２１市区町村）

○ 平成２６年 品確法等改正により、適正な積算に基づく設計書金額の一部を控除して予定価格とするいわゆる
歩切りは、品確法に違反することが明確化

○ 総務省とも連携し、歩切りを行っている地方公共団体に対して、あらゆる機会を通じて早期の見直しを要請し、
平成２８年４月にすべての地方公共団体が、歩切りを廃止（※）することを決定

平成２７年
１月の状況 慣例、自治体財政の

健全化等のため「歩切り」
を行っている団体

４５９団体

慣例、自治体財政の
健全化等のため「歩切り」

を行っている団体

４５９団体

設計書金額と予定価格が
同額である団体

１，０３１団体

端数処理等を
行っている団体

２９７団体

（注） 「歩切り」を
行っている理由につ
いて 未回答の１団
体を除いた状況。

平成２８年
２月の状況

１，５９８団体（同額とする予定又は見直す方向で検討中の５団体を含む） 端数処理等に変更予定
の１団体を含む

平成２８年
１２月の状況

歩切りの根絶

設計書金額と予定価格が同額である団体 端数処理等を
行っている団体

１１９団体

平成３０年
１０月の状況

１，６６９団体（同額とする予定又は見直す方向で検討中の３団体を含む）
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取組状況

Ｈ２７. ２ 総務省と連名で、地方公共団体にダンピング対策の強化を要請 （未導入団体における早急な制度の導入、公表時期の見直し）

Ｈ２８. ４ 低入札価格調査基準の改定 （現場管理費の算入率を0.80→0.90に引上げ）

Ｈ２９. ４ 低入札価格調査基準の改定 （直接工事費の算入率を0.95→0.97に引上げ)

Ｈ３１. ４ 低入札価格調査基準の改定 （調査基準の範囲を0.70～0.90→0.75～0.92に引上げ)

○ 競争入札を行った場合、予定価格の範囲内で最低の価格で入札をした者と契約することが原則（会計法、地方自治法）

○ ダンピング受注を防止するため、低入札価格調査制度※又は最低制限価格制度の適切な活用を徹底。
また、低入札調査基準価格の適宜の見直しを推進

※低入札価格調査基準に基づいて算出した価格を下回った場合、履行可能性の調査を実施し、当該価格では履行可能性が認められない場合には、排除

［ダンピング対策］低入札価格調査制度・最低制限価格制度の活用状況

低入札価格調査基準の改定状況 ～約３分の２の市区町村では低水準～

区 分 都道府県 指定都市 市区町村

H31.4中央公契連モデル以上
17 3 37

36.2% 15.0% 4.9%

H31.4中央公契連モデル相当
23 5 219

48.9% 25.0% 28.7%

上記以外
7 12 506

14.9% 60.0% 66.4%

区 分 都道府県 指定都市 市区町村

低入札価格調査制度を
導入済み

47 20 762
100.0% 100.0% 44.3%

最低制限価格制度を
導入済み

44 20 1509
93.6% 100.0% 87.7%

いずれの制度も未導入
0 0 95

0% 0% 5.5%

低入札価格調査制度・最低制限価格制度の導入状況 ～95団体が未導入～

【範囲】

予定価格の7.5/10～9.2/10
【計算式】

・直接工事費×0.97
・共通仮設費×0.90
・現場管理費×0.90
・一般管理費等×0.55

上記の合計額×1.10

＜未導入団体の推移＞

Ｈ１８ ４８４ 団体

Ｈ２０ ３５９ 団体

Ｈ２４ ２３２ 団体

Ｒ１ ９５ 団体
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出典：令和元年度及び令和２年度入札契約適正化法等に基づく実施状況調査（R2.1.29時点）

○ 最新の中央公契連モデル（調査基準の範囲を0.75～0.92に引上げ）について、現在、約５割の市区町村において採用
○ 中央公契連モデルを大きく下回る基準を設定している自治体について、今後、算定方式等の基準の見える化等を行う予定

市区町村におけるＨ31公契連モデルの採用状況

団体数

【ブロック別】 H３１年公契連モデルを採用している市区町村数

【都道府県別】 H３１年基準を採用している市区町村数

平成３１年３月
中央公契連モデル

を改訂

３５％

４７％

５９％

４５％

５５％

３９％ ４０％

５３％

35%

50%

36% 35%
40% 29%

25%

55%

40% 37%

65%

53%

19%

63%

31% 60%

100%

53%

59%

40%

45%

76%

30% 38% 58%
68%

34%
50%

59%
70%

32%
37%

38% 45%
42% 29% 29%

65% 38%

64%

40% 33%

64%

94%

27%

60%

32%

団体数

約３割

約５割

Ｎ＝1721
団体数
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■ 開催（予定含む）

■ 開催調整中 ※書面含む

■ 今年度実施済

市町村の入札契約の取組改善 （都道府県公契連と連携した取組強化）

〇 都道府県公契連との連携体制の強化について、総務省と連名で、地方公共団体に対して要請※ （令和２年１２月）
国交省本省が直接、市町村に対して改善を働きかけ、ダンピング対策や平準化をはじめ、市町村レベルの入札契約の適正化を推進

〇 加えて、公共工事の施工確保や建設キャリアアップなど、地方の公共発注者が連携して対応すべき政策課題についても推進

1/29

1/26

2/10

1/26

1/21

2/8

2/19

2/2
2/4

1/29

2/9

1/27

2/12

2/26

※「公共工事の入札及び契約の適正化に向けた都道府県公契連との連携体制の強化について」 (令和２年12月23日付け、総行行第317号・国不入企第29号)

1/18

1/25

2/17
1/22

2月上旬

1/20

（令和２年10月20日開催の岡山県公契連）

2/5

【連携テーマ】
○ 令和元年度入契調査の結果を踏まえた

市町村の入札契約適正化

【２８道府県で開催】

令和２年夏～秋

【連携テーマ】
○ 公共工事の円滑な施工確保
○ 建設キャリアアップシステムの周知 等

【２９都道府県で実施（予定を含む）】 ※総務省とも連携

令和２年冬～春

2/3

（令和２年８月24日開催の徳島県公契連（WEB））

直近の開催状況 （令和２年冬～春）
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３．建設現場の技術者に関する規制の合理化



建設現場の技術者の配置要件に関する規制の合理化

○ 監理技術者を補佐する者を専任で配置することにより、元請の監理技術者の複数現場の兼務を可能とする
○ 特定専門工事において、一定の要件を満たす場合、下請の主任技術者の配置を不要とする

30

監理技術者の専任の緩和

●改正法の概要
監理技術者の職務を補佐する者として政令で定める者を専任で置いた

場合、監理技術者の複数現場の兼務を認める

●建設業法施行令・関係告示等
・監理技術者を補佐する者は、１級の施工管理技士補※等を対象と規定

※法改正における技術検定制度の見直しに伴い創設される制度

・兼務可能な現場数は２現場と規定
●監理技術者運用マニュアル

兼任できる工事現場の範囲は、工事内容等を考慮し、元請としての職務
を適正に遂行できる範囲とし、あらかじめ発注者に説明し理解を得ることが
望ましい旨を明確化

工事１

下請B社

主任技術者

下請Ｃ社

主任技術者

発注者

元請A社

監理技術者補佐Ｘ
（専任）

工事２

下請Ｄ社

主任技術者

下請Ｅ社

主任技術者

発注者

元請A社

監理技術者補佐Ｙ
（専任）

監理技術者Ａ

主任技術者の配置義務の見直し

●改正法の概要
特定専門工事（施工技術が画一的で、施工管理の効率化を図る必要が

ある専門工事）では、一定の条件※を満たす場合、元請等の主任技術者
が、下位下請の主任技術者が行うべき施工管理を併せて行うことができる

※元下間の合意、元請等の主任技術者をその現場に専任で配置すること等

●建設業法施行令
特定専門工事は、下請代金が3,500万円未満の鉄筋工事・型枠工事と規定

●監理技術者制度運用マニュアル
元請等が配置する主任技術者の要件の一つである「指導監督的実務経
験」を明確化

二次下請Ｄ社

主任技術者

一次下請A社

主任技術者

二次下請Ｃ社

主任技術者

二次下請B社

主任技術者

発注者

元請X社

監理又は主任技術者

・当該現場に専任で配置

・一定の指導監督的実務経験を有する者

兼務可

配置不要
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受検資格の見直し

現行制度 １級受験には所定の実務経験※が必要

改正後（令和３年４月施行）

○ ２級の第２次検定合格者については、１級の第１次検定を受検するにあたり、１級相当の実務経験を不要とする

・学科試験
・実地試験

技士補制度の創設

現行制度

技術検定

改正後（令和３年４月施行）

第１次検定

技術検定

技士補

第２次検定※いずれも合格
技 士

合格 技 士

合格

合格

２級
実地試験

１級
学科・実地試験

① ② ③ ④ ⑤

① ② ⑤③ ④

２級
第２次検定

１級
第１次検定

１級
第２次検定

実務経験

実務経験

※特定の実務経験を積んだ場合５年⇒３年に短縮

２級第２次検定合格後に１級第１次検定を受検可能に

※

※

技術検定制度の見直し

○ 17歳以上で受検可能な２級の第１次検定合格者には、２級技士補の称号が付与される
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４．災害時の緊急対応等、
業務に関する発注関係事務の適切な実施に向けた取組



災害発生時における随意契約等の活用

橋梁倒壊の状況 (長野県上田市・千曲川)

令和元年台風第19号（令和元年10月） （令和元年10月15日総行行第203号・国土入企第23号）

堤防決壊の状況 (宮城県丸森町・五福谷川)

堤防決壊の状況 (熊本県人吉市・球磨川)

令和２年７月豪雨 （令和２年７月７日総行行第165号・国不入企第１号）

土石流の状況 (岐阜県高山市)

令和元年６月下旬からの大雨
（令和元年７月５日総行行第74号・国土入企第６号）

土砂災害の状況 (鹿児島市)

土砂災害の状況 (鹿児島県南さつま市)

○ 改正品確法で、災害時には、緊急性に応じて随意契約や指名競争入札等を適切に選択することを発注者の責務として規定

○ 災害発生時には、地方公共団体に対して総務省と連名で通知※を発出し、随意契約等の活用について適切な対応を促進

※「公共工事の円滑な施工確保について」(令和２年１月31日総行行第24号・国土入企第47号）により通知するほか、個々の災害発生時においても適宜通知を発出
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＜入札契約＞

○ 入札契約の方法について
・発災直後から一定の間に対応が必要となる応急復旧事
業や緊急度が極めて高い本復旧事業については、随意
契約を活用すること

・上記以外の当面の復旧工事等は、指名競争入札又は可
能な限り手続きに要する期間を短縮した一般競争入札
を活用すること

○ 適切な代金の支払い
・工事費の精算に当たり、直接工事費の材料単価の変動
については、単品スライド条項を適切に実施すること

・遠隔地からの建設資材調達や地域外からの労働者確保
に伴う設計変更による請負代金額の変更など、適切な支
払いに努めること

＜施工段階＞

○ 入札及び契約で配慮すべき事項
・ 手続の簡素化・迅速化を行うこと
・ 透明性・公正性の確保すること
・ ダンピング対策を徹底すること
・ 特定調達契約の対象工事等でも期間短縮等が可能

○ その他
・ 災害復旧工事等の発注について、他の発注者との連絡
を密に行うこと

○ 工事の一時中止
・今般の豪雨災害により施工できなくなった工事につい
て、的確に工事の一時中止を指示すること

・施工中の工事が被災していない場合においても、優先度
の高い緊急復旧等の調査、計画検討、工事等への対応が
必要であるときは、被災地における災害応急対策を優先
して行うことができるよう、当該施工中の工事につい
て、施工会社の意向も踏まえ、工事の一時中止を指示す
ること

・なお、繰越等の措置を適切に講ずること

○ 前金払の適切な実施
・受注者である建設企業の意向も踏まえ、出来る限り速や
かに前金払を行うこと

・暫定契約書などを活用し、積極的に前金払を行うこと

＜設計・積算＞

○ 適切な予定価格の設定
・見積りを活用するなど、施工地域の実態に即した実勢
価格等を機動的に把握し、適切な予定価格の設定に努め
ること

※国不入企第１号、国不入企第２号、国不建第12号等をもとに作成

（参考）令和２年７月豪雨に係る災害復旧工事等の取扱いについて（概要）

※災害復旧工事等：災害応急対策、災害復旧に関する工事及び調査・設計・測量等 ※調査、設計、測量等の業務も同様
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地域建設業者による災害対応状況 （令和2年7月豪雨）

○ 各県建設業協会は、災害への迅速かつ的確な対応のため、国、都道府県等との間で「災害協定」を締結
○ 発災時には、当該災害協定による要請に基づき、災害復旧支援活動を実施

以下、熊本県建設業協会を例に記載

（一社）熊本県建設業協会
（本部：熊本市中央区九品寺４-6-4）

○ 会員数：７０１社
○ １２支部・２部会で構成

①熊本支部、②荒尾支部、③玉名支部、④鹿本支部、⑤菊池支部、⑥阿蘇支部、⑦上益城支部、

⑧宇城支部、⑨八代支部、⑩人吉支部、⑪芦北支部、⑫天草支部、⑬建築部会、⑭舗装部会

【令和２年７月豪雨での主な協会活動】

○ 本部及び各支部・部会間における緊密な情報交換のため、 オンライン会議を随時開催
○ 国・県等との協定に基づく要請により、八代支部、人吉支部、芦北支部、天草支部、荒尾支部、玉名支部、宇城支部の

７支部が被災状況を調査［294社 延べ約14,450名が対応］
○ 国・県等との協定に基づく復旧及び道路啓開等に、約300社・延べ約3,000名が対応
○ 要請があった人吉市、相良村及び球磨村に、一輪車135台、剣スコップ210本、角スコップ160本、高ぼうき100本、

土嚢袋10,000袋を支援 ※ 日建連から、土嚢袋（17,200袋）、カラーコーン・コーンウェイト（各1,200個）、デリネーター（2,000個）等の資材を熊本県等へ支援

球磨川の決壊箇所への緊急復旧工事（人吉市中神地区）

○球磨川流域では２箇所が決壊、11箇所で越水・溢水が発生
○熊本県建設業協会の会員企業（地元建設企業各社）は、

九州地方整備局との災害協定に基づき、約30mにわたる
決壊箇所に対し、昼夜を問わず24時間体制で３日間かけ
復旧工事を実施
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業務に関する発注関係事務の実施状況 （『発注関係事務の運用に関する指針に基づく調査等の業務に関する調査』）

○ 令和元年度より、業務（測量、土木・建築コンサル、地質調査）に関する発注関係事務の実施状況を調査・公表（令和２年10月）
○ 今後、都道府県公契連や発注者協議会等を通じ、地方公共団体における取組改善を促進

○プロポーザル方式は、国、都道府県、
市区町村等の概ね半数以上が導入済。
特に都道府県・指定都市では、多くの
発注者が導入済

○総合評価落札方式は、相対的に導入
が進んでいない状況

各発注者に対して、適切な入札契約
方式を選択することの重要性につい
て、引き続き普及啓発

プロポーザル方式の導入状況
（グラフ内の数字は機関数）

総合評価落札方式の導入状況
（グラフ内の数字は機関数）

プロポーザル方式・総合評価落札方式の導入状況

●業務に求められる技術力によって、
プロポーザル方式・総合評価落札方

式・価格のみの指名競争入札等の総
合的な使い分けを行っている。
（群馬県）

履行時期の平準化の状況

○都道府県や市区町村は、約半数の
業務を第１～３四半期に発注して
いるのに対し、国では、約１割に
とどまる

年度当初からの予算執行の徹底、
債務負担行為の積極的な活用、
繰越明許費の適切な活用等により、
適正な履行期間を確保しつつ、
業務の履行時期の平準化を推進

※グラフ内の割合は各業種ごとの平成30年度発注総計に占める
第１四半期～第３四半期と第４四半期の割合

第１～３四半期と第４四半期の発注割合
（グラフ内の数字は対象の期における発注件数の割合）

国は第１～３四半期の発注が約１割にとどまる

都道府県の取組事例
（ブロック監理課長等会議アンケートより）

特に導入の遅れている発注者に
対し、導入済の発注者の取組
状況を共有し、低入札価格調査
制度又は最低制限価格制度の
適切な活用を推進

ダンピング対策の状況

○国、都道府県、指定都市では、
平成26年の品確法改正以降、
ダンピング対策（低入札調査価格・

最低制限価格の導入）が進捗
○市区町村では約半数が未導入

低入札調査価格等の導入状況
（グラフ内の数字は機関数）

※4業種は、測量・建築コンサルタント・土木コンサルタント・地質調査

約半数が未導入

※

●「設計業務にかかる発注方式選定フ
ロー」により、総合評価、価格 競争、 プ

ロポ、随意規約を選定することとしてい
る。（三重県）
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

直轄事業における先導的な取組
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必ず実施
すべき事項

実施に
努める事項

災害対応
随意契約等の適切な入札契約方式の活用

迅速な災害復旧に向けた随意契約等の実施（令和２年７月豪雨）・・・・・・・・・・・・・・ p52
円滑な事業推進に寄与する入札契約方式：フレームワークモデル工事の試行・・・・p53

ICTを活用した生産性向上
i-Construction, 建設現場のデジタル化の推進（遠隔臨場等）・・・・・・・・・・・・・・・・・ p47～49
インフラ分野のＤＸ 国交省の推進本部において省横断的な取組を推進・・・・・・・・ p50

総合評価落札方式の改善
海外で活躍する技術者を国内で評価し海外展開を促す仕組みの構築・・・・・・・・・・p51

予定価格の適正な設定
週休２日制工事及び交替制工事における間接工事費の補正・・・・・・・・・・・・・・・・・・p39
週休２日制工事における市場単価方式の補正係数の設定・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・p40
少雪時における除雪工の経常的経費の積算・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ p41
大規模災害における復興係数・復興歩掛の継続・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ p42

適正な工期設定
直轄土木工事における適正な工期設定指針・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ p43

計画的な発注や施工時期・履行期間の平準化
中長期的な発注の見通し公表・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ p44,45

発注者間の連携
地域発注者協議会における取組指標・目標の設定 ～新・全国統一指標～・・・・・・p46

直轄事業における先導的な取組

○ 国土交通省では、大規模発注者として、品確法・運用指針等に位置づけられた取組等を直轄事業等において
先導的に実施。

○ 発注者間で連携し、地域発注者協議会等において直轄や各発注者の取組を共有・展開。
■運用指針におけるポイントと直轄における最近の主な取組
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⃝ 週休２日の実現に向けた環境整備として、現場閉所の状況に応じた労務費、機械経費（賃料）、共通仮設費、
現場管理費の補正係数を引き続き継続

週休２日の補正係数

週休２日交替制モデル工事の試行

週休２日制工事及び交替制工事における間接工事費の補正

○ H29年度より現場閉所の状況に応じた週休２日の経費補正を実施。実態調査の結果を踏まえて、労務費、機
械経費（賃料）、共通仮設費、現場管理費の補正係数を継続。

○ R1年度から、交替制による休日確保を推進するモデル工事を試行。交替制により必要となる現場管理費につい
て、補正係数を新たに設定。

(R3年度） 4週6休 4週7休 4週8休以上

労務費 1.01 1.03 1.05

機械経費(賃料) 1.01 1.03 1.04

共通仮設費 1.02 1.03 1.04

現場管理費 1.03 1.04 1.06

⃝ 交替制モデル工事における週休２日の実現に向けた環境整備として、労務費の補正の他、新たに現場管理費の補正
係数を設定

(R2年度） 4週6休 4週7休 4週8休以上

労務費 1.01 1.03 1.05

現場管理費 － － －

(R3年度） 4週6休 4週7休 4週8休以上

労務費 1.01 1.03 1.05

現場管理費 1.01 1.02 1.03
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週休２日制工事における市場単価積算の補正係数の設定

週休２日制工事における市場単価方式の補正係数の設定

○ 市場での取引価格の実態を調査し、施工単位で取りまとめた積算方式である「市場単価方式」による積算について
は、労務費、機械経費等の費用が明らかとなっておらず、従前設定していた補正係数が適用できていなかった。

○ 令和3年３月より、市場単価方式についても、週休２日の現場閉所の実施状況に応じた補正係数を新たに設定。

名称 区分
補正係数

4週6休以上、
4週7休未満

4週7休以上、
4週8休未満 4週8休以上

鉄筋工 　 1.01 1.03 1.05

ガス圧接工 　 1.01 1.02 1.04

インターロッキングブロック工
設置 1.00 1.01 1.02

撤去 1.01 1.03 1.05

防護柵設置工（ガードレール）
設置 1.00 1.01 1.01

撤去 1.01 1.03 1.05

防護柵設置工（ガードパイプ）
設置 1.00 1.01 1.01

撤去 1.01 1.03 1.05

防護柵設置工（横断・転落防止柵）
設置 1.01 1.03 1.04

撤去 1.01 1.03 1.05

防護柵設置工（落石防護柵） 　 1.00 1.01 1.02

防護柵設置工（落石防止網） 　 1.01 1.02 1.03

道路標識設置工
設置 1.00 1.01 1.01

撤去・移設 1.01 1.03 1.04

道路付属物設置工
設置 1.00 1.01 1.02

撤去 1.01 1.03 1.05

名称 区分
補正係数

4週6休以上、
4週7休未満

4週7休以上、
4週8休未満 4週8休以上

法面工 　 1.00 1.01 1.02

吹付枠工 　 1.01 1.02 1.03

鉄筋挿入工（ロックボルト工） 　 1.01 1.02 1.03

道路植栽工
植樹 1.01 1.03 1.05

剪定 1.01 1.03 1.05

公園植栽工 　 1.01 1.03 1.05

橋梁用伸縮継手装置設置工 　 1.00 1.01 1.02

橋梁用埋設型伸縮継手装置設置工 　 1.01 1.02 1.04

橋面防水工 　 1.00 1.01 1.02

薄層カラー舗装工 　 1.00 1.00 1.01

グルービング工 　 1.00 1.01 1.01

軟弱地盤処理工 　 1.00 1.01 1.02

コンクリート表面処理工
（ウォータージェット工） 　 1.00 1.01 1.01
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少雪時における除雪工の経常的経費の積算方法

待機費
出来高金額 出来高金額

固定的経費

待機費+出来高による支払ライン 少雪時における支払ライン
待機費+出来高による支払ライン

作業時間

金額

作業時間

金額

＜現状の積算（平常時）＞
・待機費+出来高を支払う

＜少雪時における積算イメージ（少雪時）＞
・少雪時に除雪体制維持のため必要となる固定的経費を計上できる
積算体系に改定

100%

100%

○ 令和2年度の実態調査結果を踏まえ、道路除雪工において、少雪時においても固定的に発生する経
費を計上可能な積算方法を検討し、令和３年度に試行工事を実施。

待機費

※金額の大きさはイメージ

100%

100%

41



大規模災害における復興係数・復興歩掛（継続）

被災地における施工確保対策

岩手・宮城・福島県内 熊本県内 広島県内

復興係数
間接工事費

を補正

適用時期 H26.2.3 H29.2.1 R1.8.19

対象工種 全ての土木工事 全ての土木工事 全ての土木工事

補正率
共通仮設費：1.5 共通仮設費：1.1 共通仮設費：1.1

現場管理費：1.2 現場管理費：1.1 現場管理費：1.1

復興歩掛
歩掛の日当
たり標準作業

量を補正

適用時期 H25.10.1 H29.2.1 R1.8.19

対象工種 土工 土工 土工

補正率 土工：標準作業量を20%低減 土工：標準作業量を20%低減 土工：標準作業量を20%低減

○ 被災地では、機労材の調達等による間接工事費の支出の増大や工事量の増大による資材やﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ等の
不足から作業効率が低下する実態を踏まえ、復興事業の円滑化を目的に復興係数・復興歩掛を導入。

令和３年度も復興係数・復興歩掛を継続
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本指針にける「適正な工期」とは、設計図書に規定す
る品質の工事目的物を、標準的な施工方法（コスト）
によって施工する際に必要となる工期のことを指す。

＜対象工事＞

国土交通省直轄土木工事（港湾・空港除く）を対象
通年維持工事や随意契約を適用する応急復旧工事を除く

工期

コスト品質

標準的な施工方法をもとにし
た積算基準にて算定

設計図書
に規定

直轄土木工事における適正な工期設定指針（概要）

国土交通省直轄土木工事において、率先して適正な工期を設定するための指針を令和２年３月に策定。
具体的・定量的に工期の設定方法を示すことで、できるだけ個人の経験等によらず、適正な工期設定が可能に。
設定方法は「工期設定支援システム」としてプログラムをオープンにしており、外部から改善点の指摘も可能。

工期設定指針の構成

（１）工事発注段階
①全体工期に含むべき日数・期間の設定

余裕期間、準備期間、施工に必要な実日数

不稼働日、後片付け期間

②「工期設定支援システム」の活用
③工期設定の条件明示等

（２）施工段階
①工事工程クリティカルパスの共有
②工期延期に伴う間接工事費の変更

（３）工事完成後
①実績工事工程の収集

休日（土日、祝日、年末年始休暇及び夏期休暇）

天候等による作業不能日（降雨日、降雪期、出水期等）

その他の不稼働日（現場状況による作業不能日）

＜設定工期のイメージ＞

43



中長期的な発注の見通し公表について

44

これまで、入札情報サービス（ＰＰＩ）において、工事単位の発注見通しを掲載

事業計画通知に記載している事業（プロジェクト）の情報を
中長期的な見通しとして追加

対象事業 ： 国土交通省の直轄事業のうち、河川・道路・公園事業

今回、中長期的な見通しを追加して公表

備考

用地進捗率：約○○％

事業進捗率：約○○％

○○ＩＣ～××ＩＣ

Ｌ＝○○km
令和○年度開通予定

残事業費：令和〇年度以降〇〇億円



中長期的な発注の見通し公表 掲載例

直轄道路改築事業の例
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発注者間の連携： 新・全国統一指標 ～品質確保・働き方改革のための取組目標～

○地域発注者協議会は、品確法を踏まえ、国、地方公共団体及び特殊法人等の各発注者が、公共工事の品質確保の促進に向
けた取り組み等について情報交換を行うなどの連携を図る場として設置。

○令和元年品確法の改正に伴い、公共工事等の品質確保や働き方改革のより一層の推進に向けて、工事だけでなく測量、調査
及び設計を含めた取組状況を把握・明確化するため、「新たな全国統一指標」を設定、取組を強化。
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建設分科会

都道府県分科会

農政分科会

・各都道府県、市区町村 建設系部局

・地方整備局
・各都道府県、政令市 建設系部局

〔実務担当部局との情報共有の場〕

・地方農政局・都道府県の農政系部局
・都道府県土地改良事業団

〔実務担当者との情報共有の場〕

地域発注者協議会
幹事会

地域発注者協議会

作業部会

●地域発注者協議会の構成等※

協議会構成例

※代表的な例示。地方ブロックごとに構成等は異なる

●発注者協議会における令和２年度の取組：「新・全国統一指標」の目標設定

・ 地方ブロックごとに、地方整備局長等が会長となり、ブロック内の国の出先機関、都道府県・政令市、特殊法人等が
構成メンバー（市区町村は都道府県分科会等の構成メンバー）

・ 協議会や幹事会は定例的には年１～２回程度開催

【工事の指標】
①地域平準化率（施工時期の平準化）
②週休２日対象工事の実施状況（適正な工期設定）
③低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況

（ダンピング対策）

【業務の指標】

①地域平準化率（履行期限の分散）

②低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況
（ダンピング対策）

新・全国統一指標

・ 協議会において統一指標の現状値を確認するとともに、協議会としての５年後の目標値を議論し決定。



準天頂衛星
（みちびき）

主 桁

横 桁

検査路

横 構

建設プロセス全体を3次元データでつなぐi-Construction

○Society5.0の実現に向け、i-Constructionの取組を推進し、建設現場の生産性を2025年度までに2割向上を目指す
○ICT施工の工種拡大、現場作業の効率化、施工時期の平準化に加えて、測量から設計、施工、維持管理に至る建設プロセス全体

を3次元データで繋ぎ、新技術、新工法、新材料の導入、利活用を加速化するとともに、国際標準化の動きと連携

機器活用による測量 2次元図面による設計

ドローン(レーザースキャナ)や
準天頂衛星システム(みちびき)を
活用し、効率化、高密度化した
面的な3次元測量

人手が必須な点検作業 労働力を主体とした施工

測量 設計

施工維持管理

3次元モデルによる可視化と
手戻り防止、4D(時間)、5D(コスト)
による施工計画の効率化

ICT施工の工種拡大、
3次元データに基づく施工、
デジタルデータ活用による
新技術の導入拡大等

ロボットやセンサーによる
管理状況のデジタルデータ化、
3次元点検データによる可視化

測量 設計

施工維持管理

建設生産プロセス全体を3次元データで繋ぐ

社会への実装
バーチャルシティによる

空間利活用
ロボット、AI技術の開発 自動運転に活用できる

デジタル基盤地図の作成

ドローン
GPS

3Dデータ
VR

自動化
ビックデータ

ロボット
AI

河川・堤防

トンネル

鉄道
空港

道路法面緑化

自動車専用道路

保存樹木

街路・街路樹

宅地

公園・緑地

タンク

駅・駅前広場

農業用水路

圃場整備

国際標準化の動きと連携

３次元設計データ等を通信
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〇施工や管理に3次元データ等を活用するICT活用工事では、直轄工事の実施件数は年々増加、
土工における延べ作業時間が約3割縮減するなどの効果が表れている。

○一方、地域を地盤とするC、D等級※の企業は、 ICT施工の経験割合が低く、普及拡大が必要。

建設現場におけるICT活用の現状と課題

＜ICT施工実施状況＞

延べ作業時間縮減効果（ＩＣＴ土工） N=２９６

人日

約３割 縮減

○ 活用効果は施工者へのアンケート調査結果の平均値として算出。
○ 従来の労務は施工者の想定値
○ 各作業が平行で行われる場合があるため、工事期間の削減率とは異なる。

＜ICT土工の効果＞

＜ICT施工の経験企業の割合＞

※直轄工事においては、企業の経営規模等や、工事受注や総合評価の参加実績を勘案し、企業の格付け（等級）を規定

工種

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

公告
件数

うちＩＣＴ
実施

公告
件数

うちＩＣＴ
実施

公告
件数

うちＩＣＴ
実施

公告
件数

うちＩＣＴ
実施

土 工 １，６２５ ５８４ １，９５２ ８１５ １，６７５ ９６０ ２，２４６ １，７９９

舗装工 － － ２０１ ７９ ２０３ ８０ ３４０ ２３３

浚渫工 － － ２８ ２４ ６２ ５７ ６３ ５７

浚渫工（河川） － － － － ８ ８ ３９ ３４

地盤改良工 － － － － － － ２２ ９

合計 １，６２５ ５８４ ２，１７５ ９１２ １，９４７ １，１０４ ２，３９７ １，８９０

実施率 ３６％ ４２％ ５７％ ７９％

・各地方整備局のICT活用工事実績リストより集計
・単体企業での元請け受注工事のみを集計
・北海道、沖縄は除く
・対象期間はH28～R2.3

■一般土木工事の等級別ICT施工経験割合
（平成28年度以降の直轄工事受注実績に対する割合

＜ICT施工の経験企業の割合＞

数値は等級毎の平成28年度以降の
直轄工事を受注した業者数

（ ）内は一般土木の全登録業者数

93.5%

89.8%

50.9%

21.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

A

B

C

D

実績あり

29社

97社

1,144社

130社

31社
(32社)

108社
(112社)

2,246社
(5,920社)

610社
(10,848社)

全国
企業

地域
企業

50.9％＝
1,144社（ICT施工経験企業）

2,246社（直轄工事受注企業）

Cランク経験企業割合
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○中小規模の建設現場でも導入しやすいウェブカメラを活用したリモートでの現場確認を試行。新型
コロナウイルス感染症を契機に導入が加速し、全国約560件の現場で試行予定（令和2年10月末時点）。

○今後、遠隔での検査の導入による適用範囲の拡大や、更なる省力化に取り組む。

建設現場のデジタル化の推進（遠隔臨場等）

施工現場

発注事務所

クラウドサーバー

（発注者）
事務所で確認

（受注者）
ウェアラブルカメラ等で撮影

●リモートでの遠隔確認（遠隔臨場） ●画像解析によるさらなる省力化

・受注者が施工現場で撮影した映像を、
発注者が事務所等でリアルタイムに確認

・移動時間削減や立会の調整時間を削減

発注者確認状況 確認用モニター 受注者撮影状況

・画像解析により、タブレット端末で撮影した鉄筋の間隔等を計測
・遠隔臨場の技術と組合わせて、更なる省力化

遠隔臨場 遠隔臨場＋画像解析

＜令和２年度試行中＞ ＜今後＞
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インフラ分野のＤＸ 国交省の推進本部において省横断的な取組を推進

令和2年7月～令和3年１月までに３回の本部会議を開催

○設置趣旨
社会経済状況の激しい変化に対応し、インフラ分野においてもデータとデジタル技術を活用して、国民のニーズを基に社会
資本や公共サービスを変革すると共に、業務そのものや、組織、プロセス、建設業や国土交通省の文化・風土や働き方を変
革し、インフラへの国民理解を促進すると共に、安全・安心で豊かな生活を実現すべく、省横断的に取組みを推進するインフ
ラ分野のDX推進本部を設置

○メンバー
（本部長） 技監
（副本部長） 技術総括審議官、技術審議官、大臣官房審議官（建設流通政策）
（本部員） 官房技術調査課長

官房公共事業調査室長
官庁営繕部整備課長
総合政策局公共事業企画調整課長
総合政策局情報政策課長
不動産・建設経済局建設業課長
都市局都市計画課長
水管理・国土保全局河川計画課長
道路局企画課長
住宅局建築指導課長
鉄道局技術企画課長
港湾局技術企画課長
航空局空港技術課長
北海道局参事官
国総研社会資本マネジメント研究センター長
国総研港湾研究部長
国土地理院企画部長
土木研究所技術推進本部長
建築研究所 建築生産研究グループ長
海上・港湾・航空技術研究所 港湾空港技術研究所港湾空港生産性向上技術センター長
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海外で活躍する技術者を国内で評価し海外展開を促す仕組みの構築

○建設業の海外進出が必要な一方、海外での工事・業務の実績が国内工事等の受注にあたって評価されにくい状況。
○このため、海外工事等の技術者の実績を国として認定・表彰するとともに、国内工事等の入札・契約手続きにおいて当該

実績を評価する仕組みを構築することで、 国内外の技術者の流動化を促進し、建設業の海外進出を後押し。

背景
○建設業の海外進出、技術者の国内外の相互活用を推進する必要。
○一方、直轄工事等で実績評価の際に用いるデータベース（コリンズ・テクリス）への登録には、発注者の確認（サイン）が必要であること

から海外の実績登録が進んでおらず、当該実績が国内工事等の調達において評価されにくい。
○国内の工事等において、海外工事等の実績を評価する仕組みが必要。

今後の発注者のあり方に関する中間とりまとめ（H30.4 発注者責任を果たすための今後の建設生産・管理システムのあり方に関する懇談会）

5－4．海外展開を促進する仕組みの構築
・ＪＩＣＡ等の国際協力機関と連携して、海外における技術者の実績・成績等を国内工事・業務でも活用できるような制度構築の検討を
行うべき。そのためにジ・エンジニアや海外実績の評価導入、海外実績、成績等の国内工事・業務への活用を検討すべき。

■品確法に基づく「発注関係事務の運用に関する指針」に海外での施工経験のある技術者の活用が明記
発注関係事務の運用に関する指針（R2.1 公共工事の品質確保の促進に関する関係省庁連絡会議 申し合わせ）

（競争参加者の施工能力の適切な評価項目の設定等）
・豊富な施工経験を有していない若手技術者や、女性技術者などの登用、民間発注工事や海外での施工経験を有する技術者の活用も考慮
した要件緩和、災害時の施工体制や活動実績の評価など適切な評価項目の設定に努める。

○ 海外で従事した実績を国土交通省が認定・表彰
○ Ｒ２．９月 募集開始
○ Ｒ３．２月 初回の認定・表彰

○ 認定・表彰された海外工事等の実績を直轄工事等の入札・
契約手続（総合評価落札方式）で評価

○ その前提として、本認定によりコリンズ・テクリス等への実績登録
を可能とする

■「今後の発注者のあり方に関する中間とりまとめ」に海外展開を促進する仕組みの構築の必要性が明記

海外工事等における技術者の実績を認定・表彰 直轄工事等における評価
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迅速な災害復旧に向けた随意契約等の実施（令和２年７月豪雨）

復旧
ステップ

復旧の形態・作業 緊急性
契約形態

（契約が早い手続き）

啓開
【道路】緊急車両が通行できる最低4m以上を確保

（大型土のう）

【河川】被災施設の効用を最小限度必要な範囲で確保
高 緊急随契

応急復旧 【道路】一般車両が通行できる基本２車線を確保
　　　　　（大型土のう＋舗装）、旧橋撤去

【河川】被災施設の効用を最小限度必要な範囲で確保 高 緊急随契

本復旧 【道路】護岸復旧を行い、元の形態に戻す。２車線、橋梁架
設。

【河川】元の状態に戻す。現況復旧

中

●一般競争（Ⅰ型・Ⅱ型）
●不調対策
　・指名総合評価
　・フレームワーク

○ 令和２年７月豪雨により甚大な被害を受けた河川、道路の災害復旧工事等を迅速に進めるため、緊急性等に応
じて、随意契約を含めた適切な方法で入札・契約を実施。

九州地方整備局における災害復旧に向けた契約（直轄・権限代行で実施した復旧の例）
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例）
八代河川国道
事務所では、
令和２年７～
８月を中心に
随意契約。
工事：約60件
業務：約30件

フレームワーク 等



一定期間内の発注計画

お
お
よ
そ
の
発
注
見
通
し
の
公
表

（箇
所
数
、
工
事
箇
所
、
入
札
時
期
、
概
要
等
）

工
事
参
加
希
望
の
意
思
確
認

（参
加
意
思
表
明
申
請
書
＋
必
要
資
料
の
提
出
）

建設企業

特
定
工
事
参
加
企
業
名
簿
の
作
成

（
書
類
の
記
載
内
容
及
び
施
工
能
力
審
査
の
上
作
成
）

発
注
計
画
の
公
表

（工
事
規
模
、
入
札
時
期
、
落
札
方
式
等
）

個
別
案
件
の
発
注
（指
名
通
知
）

参
加
要
件
は
企
業
と
し
、

技
術
者
要
件
は
求
め
な
い

対象は

一般土木
C,B+C工事
維持修繕等

工
種
、
等
級
毎
に
作
成

建設企業

建設企業

・・・
参
加
希
望
者
へ

通
知

指
名
基
準
に
よ
る
選
定

建設企業 建設企業

フレームワーク企業の選定

以
降
は
指
名
競
争
・総
合
評
価

落
札
方
式
の
手
続
き
と
同
様

指
名
競
争
・総
合
評
価
落
札
方
式
に
よ
り
落
札
決
定

災害協定の締結や活動に
係るインセンティブの向上

円滑な事業推進に寄与する入札契約方式：フレームワークモデル工事の試行

令和元年東日本台風からの復旧事業において、関東地方整備局では、予め工事への参加希望の意思・施工能力を確認・審査
した名簿から複数の工事参加者を指名する「災害復旧推進フレームワークモデル工事」を試行導入し、入札不調を回避するな
ど、円滑な事業推進に寄与。
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・利根川上流ブロック（B+C等級工事)：41社
・利根川上流ブロック（C等級工事)：30社
・鬼怒川上流ブロック（C等級工事）：33社
・小貝川下流ブロック（C）等級工事：56社

令和元年災害復旧工事における
各フレームの参加希望者

フレームワークモデル工事の仕組み（概要）
※令和２年時点 【メリット】

✓ 施工体制確保→見通し可能な発注計画の公表
✓ 資料は参加希望の意思確認時のみの提出

→資料の簡素化、合理化 (個別発注時では不要）
✓ 手続期間の短縮

→指名通知から決定まで２週間程度
✓ 指名競争・総合評価落札方式

→災害協定の締結や活動に係るインセンティブの向上
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直轄事業における先導的な取組
参考資料



発注者指定 週休２日（４週８休）

受注者希望 週休２日

直轄工事における週休２日の取組方針（案）

○ 改正労働基準法（平成30年６月成立）による時間外労働規制が令和６年４月から建設業に適
用されることを踏まえ、直轄工事において週休２日工事、週休２日交替制モデル工事を順次拡大。

○ 令和６年４月には、維持工事等も含めて、原則として週休２日の確保を目指す。

※北海道開発局においては、
本官工事のうち２．５億円
以上のものを対象

本官工事

分任官工事

※北海道開発局においては、
２．５億円未満の本官工事
及び分任官工事を対象

週休２日工事の取組方針（案）

発注者指定 完全週休２日（土日祝日閉所）

発注者指定 週休２日（４週８休）

受注者希望

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 以降

70%目標

50%目標
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直轄工事における週休２日の取組方針（案）

◇週休２日交替制モデル対象工事（案）

○365日拘束される工事
・通年維持工事等

○連続して稼働しなければならない工事（閉所困難工事）
・災害復旧工事
・交通規制、出水期、完成時期等の制約のある工事
・連続施工せざるを得ない工事（ｼｰﾙﾄﾞ・ﾆｭｰﾏﾁｯｸｹｰｿﾝ等）

※運用に向けて、今後詳細を検討

発注者指定
受注者希望 週休２日

STEP①
通年維持工事+災害復旧工事+α

STEP②
全通年維持工事+災害復旧工事+α

STEP③
閉所困難工事

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 以降

週休２日交替制モデル工事の取組方針（案）

交
替
制
工
事
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＜根拠条文＞
品確法第七条第一項（抄）

五 地域のおける公共工事等の実施の時期の平準化を図るため、計画的に発注を行うとともに、工期等が一年に満
たない公共工事等についての繰越明許費又は財政法第十五条に規定する国庫債務負担行為若しくは地方自治
法第二百十四条に規定にする債務負担行為の活用による翌年度にわたる工期等の設定、他の発注者との連携に
よる中長期的な公共工事等の発注の見通しの作成及び公表その他の必要な措置を講ずること。

○入札情報サービスに、「中長期的な発注の見通し」に関するページを新設
（現在は、各年度毎の個別の工事・業務の発注の見通しを公表）

○掲載をする情報は事業（プロジェクト単位）を基本とし、事業計画通知や各種計画等で
既に公表している情報を用いて対応

令和元年６月に改正された、「公共工事の品質確保の促進に関する法律（以下、「品確法」。）におい
て、発注者の責務として、公共工事の実施の時期の平準化を図るため、中長期的な公共工事等の発注
見通しの作成及び公表を講ずることが明記された。

対応の基本方針

背景

○令和２年度より直轄の取組を公表：１０月から河川・道路・公園事業の見通しを公表
○今後、地域発注者協議会等を通じて、取組を順次拡大予定

スケジュール

中長期的な発注の見通し公表について
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新・全国統一指標 ～品質確保・働き方改革のための取組目標～

○令和元年品確法の改正に伴い、公共工事等の品質確保や働き方改革のより一層の推進に向けて、工事だけでなく測量、調査
及び設計を含めた取組状況を把握・明確化するため、「新たな全国統一指標」を設定、取組を強化。

○これまでの取組状況等も踏まえ、統一指標に加えて、地域毎に「地域独自指標」を設定し、状況に応じた取組も推進。

①地域平準化率（施工時期の平準化）
国等・都道府県・市区町村の発注工事の稼働件数から算出した平準化率（地域ブロック単位・県域単位で公表）

②週休２日対象工事の実施状況（適正な工期設定）
国等・都道府県・政令市の発注工事に対する週休２日対象工事の設定割合
（地域ブロック単位・県域単位で公表）

※週休２日対象工事：週休２日が確保できる工期設定や積算における補正係数の設定等により、

現場閉所・交代制を問わずに４週８休以上の確保を促進するための工事

③低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況（ダンピング対策）
都道府県・市区町村の発注工事に対する低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定割合
（県域単位で公表）

新・全国統一指標（工事）

新・全国統一指標（測量、調査及び設計（業務））

①地域平準化率（履行期限の分散）
国等・都道府県・政令市の発注業務の第４四半期履行期限設定割合（地域ブロック単位・県域単位で公表）

②低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況（ダンピング対策）
都道府県・政令市の発注業務に対する低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定割合
（県域単位で公表）

地域独自指標 ・・・これまでの取組状況を踏まえた指標を地域ごとに設定 58



地域
地域

平準化率
地域

地域
平準化率

地域
地域

平準化率

北海道 0.68 ⇒0.75 石川県 0.75 ⇒0.80 岡山県 0.72 ⇒0.90
青森県 0.65 ⇒0.75 福井県 0.68 ⇒0.76 広島県 0.74 ⇒0.90
岩手県 0.75 ⇒0.80 山梨県 0.68 ⇒0.70 山口県 0.81 ⇒0.90
宮城県 0.77 ⇒0.75 長野県 0.74 ⇒0.75 徳島県 0.74 ⇒0.90
秋田県 0.75 ⇒0.80 岐阜県 0.77 ⇒0.80 香川県 0.77 ⇒0.90
山形県 0.68 ⇒0.75 静岡県 0.60 ⇒0.80 愛媛県 0.78 ⇒0.90
福島県 0.65 ⇒0.75 愛知県 0.66 ⇒0.80 高知県 0.70 ⇒0.90
茨城県 0.65 ⇒0.70 三重県 0.61 ⇒0.80 福岡県 0.69 ⇒0.80
栃木県 0.60 ⇒0.70 滋賀県 0.65 ⇒0.74 佐賀県 0.67 ⇒0.80
群馬県 0.63 ⇒0.70 京都府 0.73 ⇒0.77 長崎県 0.65 ⇒0.80
埼玉県 0.59 ⇒0.70 大阪府 0.67 ⇒0.73 熊本県 0.78 ⇒0.80
千葉県 0.59 ⇒0.70 兵庫県 0.78 ⇒0.82 大分県 0.80 ⇒0.80
東京都 0.72 ⇒0.80 奈良県 0.73 ⇒0.81 宮崎県 0.67 ⇒0.80

神奈川県 0.64 ⇒0.70 和歌山県 0.73 ⇒0.78 鹿児島県 0.61 ⇒0.80
新潟県 0.80 ⇒0.80 鳥取県 0.81 ⇒0.90 沖縄県 0.70 ⇒0.80
富山県 0.73 ⇒0.80 島根県 0.74 ⇒0.90

※県域単位：各都道府県管内の都道府県、市区町村発注の
集計対象工事を足し合わせて算出

※平準化率のデータ抽出時点：令和2年4月16日

全国平均（県域）：0.70

【新・全国統一指標】 工事の地域平準化率 （県域単位※ ）

「一般財団法人日本建設情報総合センターコリンズ
・テクリスセンター」登録データを活用

対 象：契約金額500万円以上の工事
稼働件数：当該月に工期が含まれるもの

地域平準化率（件数）＝
（4～6月期の工事平均稼働件数）

（年度の工事平均稼働件数）

凡例
平準化率0.6未満

平準化率0.6～0.7
平準化率0.7～0.8
平準化率0.8以上

■地域平準化率の基準値（R1）

※目標値は令和6年度末時点の値とする

■基準値（R1）と目標値（R6）

集計対象工事：
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【新・全国統一指標】 業務の地域平準化率（第4四半期納期率） （県域単位※）

全国平均（県域）：0.49

※県域単位：各都道府県管内の都道府県、政令市発注の対象業務を
足し合わせて算出

地域
第4四半期

納期率
地域

第4四半期
納期率

地域
第4四半期

納期率

北海道 0.67 ⇒0.50 石川県 0.46 ⇒0.40 岡山県 0.51 ⇒0.40
青森県 0.53 ⇒0.50 福井県 0.51 ⇒0.46 広島県 0.46 ⇒0.40
岩手県 0.51 ⇒0.50 山梨県 0.51 ⇒0.50 山口県 0.49 ⇒0.40
宮城県 0.47 ⇒0.50 長野県 0.35 ⇒0.35 徳島県 0.47 ⇒0.40
秋田県 0.53 ⇒0.50 岐阜県 0.41 ⇒0.40 香川県 0.35 ⇒0.40
山形県 0.53 ⇒0.50 静岡県 0.51 ⇒0.40 愛媛県 0.46 ⇒0.40
福島県 0.46 ⇒0.50 愛知県 0.43 ⇒0.40 高知県 0.53 ⇒0.40
茨城県 0.44 ⇒0.40 三重県 0.46 ⇒0.40 福岡県 0.53 ⇒0.40
栃木県 0.39 ⇒0.40 滋賀県 0.51 ⇒0.46 佐賀県 0.44 ⇒0.40
群馬県 0.40 ⇒0.40 京都府 0.49 ⇒0.43 長崎県 0.52 ⇒0.40
埼玉県 0.51 ⇒0.50 大阪府 0.56 ⇒0.47 熊本県 0.49 ⇒0.40
千葉県 0.51 ⇒0.50 兵庫県 0.49 ⇒0.46 大分県 0.40 ⇒0.40
東京都 0.59 ⇒0.50 奈良県 0.53 ⇒0.46 宮崎県 0.35 ⇒0.40

神奈川県 0.62 ⇒0.50 和歌山県 0.45 ⇒0.43 鹿児島県 0.41 ⇒0.40
新潟県 0.46 ⇒0.40 鳥取県 0.40 ⇒0.40 沖縄県 0.52 ⇒0.50
富山県 0.36 ⇒0.40 島根県 0.41 ⇒0.40

凡例
第4四半期納期率0.6より大

第4四半期納期率0.5～0.6
第4四半期納期率0.4～0.5
第4四半期納期率0.4以下

第4四半期納期率（件数）＝
（年度の業務稼働件数）

（第4四半期[1～3月]に完了する業務件数）

稼働件数：当該年度に稼働（繰越、翌債等次年度にも渡る業務含）

営繕業務は、「一般社団法人公共建築協会」の公共建築設計者情報システ
ム（PUBDIS）に登録された業務

測量・地質調査・調査設計・発注者支援業務は、「一般財団法人 日本建設
情報総合センター」のテクリスに登録された業務（ 1件当たり100万円以上）

■第４四半期納期率の基準値（R1）

※測量・地質調査・調査設計・発注者支援業務
データ抽出時点：令和2年5月1日

※営繕業務 データ抽出時点：令和2年6月23日 ※目標値は令和6年度末時点の値とする

■基準値（R1）と目標値（R6）
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【新・全国統一指標】 週休2日対象工事の実施状況（適正な工期設定） （県域単位※ ）

全国平均（県域）：0.28

地域
週休2日対象
工事設定割合

地域
週休2日対象
工事設定割合

地域
週休2日対象
工事設定割合

北海道 0.58 ⇒0.75 石川県 0.09 ⇒0.50 岡山県 0.01 ⇒1.00
青森県 0.21 ⇒0.80 福井県 0.03 ⇒1.00 広島県 0.27 ⇒1.00
岩手県 0.02 ⇒0.70 山梨県 0.37 ⇒0.75 山口県 0.03 ⇒1.00
宮城県 0.02 ⇒0.70 長野県 0.01 ⇒0.75 徳島県 0.47 ⇒1.00
秋田県 0.69 ⇒0.80 岐阜県 0.67 ⇒0.70 香川県 0.83 ⇒1.00
山形県 0.09 ⇒0.80 静岡県 0.03 ⇒0.70 愛媛県 0.01 ⇒1.00
福島県 0.61 ⇒0.80 愛知県 0.65 ⇒0.70 高知県 0.40 ⇒1.00
茨城県 0.52 ⇒0.75 三重県 0.22 ⇒0.70 福岡県 0.05 ⇒0.90
栃木県 0.66 ⇒0.75 滋賀県 0.83 ⇒1.00 佐賀県 0.06 ⇒0.90
群馬県 0.02 ⇒0.75 京都府 0.09 ⇒1.00 長崎県 0.38 ⇒0.90
埼玉県 0.14 ⇒0.75 大阪府 0.36 ⇒1.00 熊本県 0.06 ⇒0.90
千葉県 0.21 ⇒0.75 兵庫県 0.71 ⇒1.00 大分県 0.69 ⇒0.90
東京都 0.61 ⇒0.75 奈良県 0.05 ⇒1.00 宮崎県 0.17 ⇒0.90

神奈川県 0.13 ⇒0.75 和歌山県 0.05 ⇒1.00 鹿児島県 0.52 ⇒0.90
新潟県 0.29 ⇒0.50 鳥取県 0.94 ⇒1.00 沖縄県 0.34 ⇒0.80
富山県 0.05 ⇒0.50 島根県 0.74 ⇒1.00

凡例
週休2日対象工事率0.5以上

週休2日対象工事率0.3～0.5
週休2日対象工事率0.1～0.3
週休2日対象工事率0.1未満

週休2日対象工事の実施状況 ＝
全工事件数（公告等）

週休2日対象工事※件数（公告等）

週休２日対象工事件数：週休２日が確保できる工期設定や積算における補正係数の設定等により、現場閉所・交替制を問わずに4週8休以上の
確保を促進するための工事のうち、対象期間中に公告等の発注手続きを行った件数。

対 象 ：対象期間中に公告等の発注手続きを行った全ての工事の件数。
対象期間 ：当該年度（4月1日～3月31日）とする。

※県域単位：各都道府県管内の都道府県、政令市発注の対象工事を
足し合わせて算出

※データ抽出時点：令和2年9月

■週休２日対象工事設定割合の基準値（R1） ■基準値（R1）と目標値（R6）

※目標値は令和6年度末時点の値とする61



ICT施工の中小企業・地方公共団体への裾野拡大に向けた取り組み

○ＩＣＴ施工における小規模施工の積算基準の対応

5,000m3の積算基準を設定（平成31年4月）など、小規模工事へ対応
現場条件により、標準のICT施工機械よりも規格の小さい施工機械を用いる場
合は、標準積算によらず見積りを活用

○トップランナーの取組に関する情報共有

先進的にＩＣＴを活用しているトップランナー企業の、
ノウハウを共有する機会を設置

※ 中部地整「ICT導入研究会」においてｉ-Construction大賞受賞者による取組発表 （令和元年５月）

○地域企業への普及拡大に向けた簡易型ＩＣＴ活用工事の導入

工事の全ての段階で3次元データ活用が必須であったところを、一部段階で選
択可能とした「簡易型ICT活用工事」を2020年度より導入

3次元設計
データ作成

ICT建設機械に
よる施工

選択可能な項目

3次元起工測量
3次元データ

の納品

3次元出来形管
理等の施工管理

必須項目 62



BIM/CIMの導入による３次元データの活用促進

〇複数の図面から推察していた内部構造や組立形状が一目で分かるようになる
○更に、数量や工事費の自動化が可能となり、受発注者双方の働き方が変革

３Dモデルからの
自動数量等算出

※BIM/CIM:Building/Construction Information Modeling, Manegement

2D設計では設計者が想像するしかなく
干渉部位を見つけることが困難

可視化による
干渉チェック作業の効率化

数量や工事費を手作業で作成・確認
周辺環境を含めた
施工計画の作成

従来 BIM/CIMにより実現できること

図面
工程表
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ＢＩＭ/ＣＩＭ活用業務・工事の増加、原則適用に向けた適用拡大

○H24年度から橋梁、ダム等を対象に3次元設計（BIM/CIM）を導入し、着実に増加。
○令和５年度までの小規模を除く全ての公共工事におけるBIM/CIM原則適用に向けて、段階的に

適用拡大。

76
384011

累計事業数
(令和元年度末時点）

設計業務：
５４５件

工事：
４４６件

合計：
９９１件

132121

工事
設計業務

212

361
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

大
規
模
構
造
物

（全ての詳
細設計・工
事で活用）

全ての

詳細設計で
原則適用
（※）

全ての

詳細設計・
工事で
原則適用

全ての

詳細設計・
工事で
原則適用

（R2「全ての

詳細設計」に
係る工事で
活用）

上
記
以
外

（
小
規
模
を
除
く
）

―

一部の

詳細設計で
適用（※）

全ての

詳細設計
で原則適
用（※）

全ての

詳細設計・
工事で
原則適用

―
R3「一部の詳

細設計」に係
る工事で適用

原則適用拡大の進め方（案）

（一般土木、鋼橋上部）

（※）令和２年度に３次元モデルの納品要領を制定予定。本要領に基づく
詳細設計を「適用」としている。
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○新型コロナウイルス感染症対策を契機とした非接触・リモート型の働き方への転換と抜本的な生産
性や安全性向上を図るため、５G等基幹テクノロジーを活用したインフラ分野のDXを強力に推進。

○インフラのデジタル化を進め、2023年度までに小規模なものを除く全ての公共工事について、
BIM/CIM※活用への転換を実現。

○現場、研究所と連携した推進体制を構築し、DX推進のための環境整備や実験フィールド整備等を
行い、3次元データ等を活用した新技術の開発や導入促進、これらを活用する人材育成を実施。

インフラ分野のDX（ﾃﾞｼﾞﾀﾙ･ﾄﾗﾝｽﾌｫｰﾒｰｼｮﾝ）の推進

インフラDXを推進する体制の整備

・対象とする構造物等の形状を3 次元で表
現した「3 次元モデル」と「属性情報」等を組
み合わせたBIM/CIMモデルの活用拡大

地方整備局
技術事務所等
人材育成センター

・BIM/CIM研修の実施
・BIM/CIM効果実感プログラムの実施
・公共工事の非接触・リモート化の推進

・新技術の現場実証 等

国土交通本省
推進本部

・データ利活用施策の推進
・BIM/CIM推進の実施方針の策定

・オープンイノベーションの司令塔
機能 等

国総研、土研、建研
データセンター、

ロボティクス実験フィールド
・直轄BIM/CIMデータの一元管理・分析
・３次元データや５G等を活用した新技術

の研究開発
・海外動向の研究 等

連携

企業 大学

※BIM/CIM（Building/ Construction Information Modeling, Management）

公共事業を「現場・実地」から「非接触・
リモート」に転換
・発注者・受注者間のやりとりを「非接触・リモー
ト」方式に転換するためのICT環境を整備

仮設計画 干渉確認

受注者 発注者

3D共有環境での検証

リアルデータを活用した技術開発の推進
・ 熟練技能労働者の動きのリアルデータ等を

取得し、民間と連携し、省人化・高度化
技術を開発

5G等を活用した無人化施工技術開発
の加速化

・実験フィールド、現場との連携のもと、無人化
施工技術の高度化のための技術開発・研究
を加速化

インフラのデジタル化推進とBIM/CIM
活用への転換
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インフラ分野のＤＸ 国交省の推進本部において省横断的な取組を推進
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○社会経済状況の激しい変化に対応し、インフラ分野においてもデータとデジタル技術を活用して、国民のニーズを基に社会資本
や公共サービスを変革すると共に、業務そのものや、組織、プロセス、建設業や国土交通省の文化・風土や働き方を変革し、
インフラへの国民理解を促進すると共に、安全・安心で豊かな生活を実現

【インフラ分野のDX】

〇建設現場の課題
・将来の人手不足
・ 災害対策
・ インフラ老朽化の進展 等

生産性向上を目指し、
i-Constructionを推進

〇社会経済情勢の変化
・技術革新の進展（Society5.0）
・新型コロナウイルス感染症に対応する

「非接触・リモート化」の働き方
インフラ分野においてもデジタル化・
スマート化を強力に推進する必要

・行政のデジタル化を強力に推進
等



目的
○今後の海外進出や国内外の技術者の相互活用を促進するため、海外インフラプロジェクトに従事した本邦企業の技術者の

実績を認定し、特に優秀な者については表彰する制度を創設するとともに、本認定・表彰の結果を国内工事・業務の入札
時に評価する。

【実績認定】
○ 申請書類の内容を関係機関と連携して確認し、海外で従事

した実績として国土交通省が認定※

※技術者が所属する企業等（海外関連会社の場合国内親会社）が申請。

【表彰】
○ 応募技術者が従事した海外の工事・業務における技術力・創

意工夫・貢献度等を評価し、特に優秀な者について表彰(大
臣賞)

・ マネジメントに果たした役割、成果
・ 直面した技術的な課題と対応
・ 関係機関協議・調整での困難性、工夫して対処、解決した点 等を評価

○ 「海外インフラプロジェクト技術者評価委員会(仮称)」を設置し、制
度の検討や受賞者の選考を実施

⇒ 実績・表彰のコリンズ・テクリス等への登録が可能となり、国内工
事・業務への門戸開放。

第1回委員会開催、 9月30日 募集開始
第2回・第3回委員会開催、受賞者選考・内定
認定・表彰対象の決定、表彰式・認定証の発行

スケジュール

海外インフラプロジェクト技術者認定・表彰制度について

【工事部門】
①発注者：外国政府/政府機関に準ずる法人(公社･特定目
的会社(SPC)等を想定) 、国際機関、日本政府又は政府関係機関

②受注者(JVの構成員を含む、ただし元請けに限る)：本邦法人また
はその海外現地法人
である海外建設工事(道路、河川、港湾、鉄道、空港、建築等)に
従事した技術者(過去５年の実績)

【業務部門】
①発注者：上記に同じ
②受注者：上記に同じ
である建設関連業務(道路、河川、港湾、鉄道、空港、建築等の調
査、詳細設計、施工監理)に従事した技術者(過去５年の実績)
＜国内における調査等のみをその内容とする業務は含まない＞

※主要な構造物の工事に一定の期間責任を持って関わったと申請企業等が
認める技術者（国内工事・業務における監理技術者等相当以上の水準を
想定）を対象とし、短期の応援業務等の一時的なサポートを含まない。

以下の海外建設工事又は業務の従事経験を有する本邦
企業等に所属する技術者※

対象となる工事・業務 実績認定・表彰手続

○ 9月28日
○12月21日・１月
○R3年2月～３月 67



国土交通省

評価委員会で合同審議

海外インフラプロジェクト技術者認定・表彰のフロー

申
請
企
業
等

認定
申請

表彰
応募

表彰状
（日英併記）

認定申請者の中から必要に応
じ表彰応募者を抽出

（令和２年度は各社１名＋
若手・女性枠１名）

認定証等

申請したい技術者ごとに提出

⇒コリンズ・テクリス等
への登録が可能

⇒国内の工事・
業務でも評価

実績として
認定

実績登録担当課が発行

発注機関において、本認定・
表彰を国内工事・業務の入
札時に評価するよう関係基

準等を改定

企業等が所属する（海
外子会社等も可）技術
者についてまとめて申請

関係機関と連携し、
申請書類の内容の確認

海外の工事・
業務への

貢献度を評価

特に優秀な者
について表彰

認定
申請

表彰
応募

関
係
機
関
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海外インフラプロジェクト技術者認定・表彰
令和２年度 実績認定件数及び表彰件数

実績認定件数

大臣賞及び奨励賞 表彰件数

建設会社 建設コンサルタント その他

45者 26者 17者 2者
（申請企業等数） (46者) (27者) (17者) (2者)

366事業 151事業 212事業 3事業
（申請事業数） (421事業) (167事業) (251事業) (3事業)

708名 575名 127名 6名
（申請者数） (742名) (607名) (129名) (6名)

1077件 705件 362件 10件
（申請件数） (1199件) (760件) (429件) (10件)

認定証対象者数

認定証発行件数

認定数

受付企業等数

認定証対象事業数

工事 業務等 工事 業務等 工事 業務等

28名 22名 6名
（応募数） (61名) (39名) (22名)

合計

表彰件数
国土交通
大臣賞

国土交通
大臣奨励賞

17名 13名 4名 11名 9名 2名
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

その他の最近の国土交通省の取組について
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「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」を
踏まえた、公共工事の円滑な施工確保



R2当初予算、R1補正予算の契約状況

○「防災・減災、国土強靭化のための３か年緊急対策」の措置等により、
R2年度の予算現額は近年では最大の中で、契約率はほぼ平年並みに推移。

○R1年度補正予算の契約率はほぼ平年並みに推移。

R2予算契約率の月別推移 （国費、直轄＋補助＋独法等）

予算現額の年別推移 （国費、直轄＋補助＋独法等）

10.8 
10.2 

9.4 9.6 
10.5 10.2 

11.2 
12.1 

6.0
7.0
8.0
9.0

10.0
11.0
12.0
13.0

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2
0.0

（兆円）

R1補正契約率の月別推移 （国費、直轄＋補助＋独法等）

補正追加額の年別推移 （国費、直轄＋補助＋独法等）
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0.73 0.85 

1.37 

0.0

0.5

1.0

1.5

H29 H30 R1
補正予算
成立時期 2/1 2/7 1/30

12月末時点
契約率

86.6％ 87.0％ 90.4％

（兆円）

0.73

1.24

0.63

H29

R1

H30
86.6% 87.0%

90.4%
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30%
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50%
60%
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「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策」の執行について

○ 「３か年緊急対策」は１・２年目の予算はほぼ全て契約済であり、３年目の令和２年度当初予算の臨時・特別
の措置分についても、下半期にかけて契約率が上昇し、順調に執行されていく見通し。

H31.4 R2.4

防 災 ・ 減 災 、
国土強靱化の
ための３か年
緊急対策

H30.4

26か月

H30年度
補正

R2年度
臨特

R1年度
臨特

H31.2▲
H30年度補正予算成立

＜３か年緊急対策の事業進捗のイメージ＞

＜３か年緊急対策予算の規模感＞

契約率89%

91%

100%

予算現額

6%

100%

0%

令和元年度
予算現額 ※

うち臨時
特別の措置

11.３兆円

0.7兆円
※予算現額とは
前年度からの繰
越分を含めたもの

（注）令和２年３月末時点

令和元年度予算現額全体の契約率：91%

（注）令和２年12月末時点
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98% 98%

61%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

H30補正 R1当初 R2当初

（第４四半期）

（第３四半期）

（第２四半期）

（第１四半期）

17％

43％

61％

89％

＜３か年緊急対策分の契約率の状況＞
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防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策 概要

○本対策は、気候変動に伴い激甚化・頻発化する気象災害や切迫する大規模地震、また、メンテナンスに係るトータルコスト

の増大のみならず、社会経済システムを機能不全に陥らせるおそれのあるインフラの老朽化から、国民の生命・財産を守

り、社会の重要な機能を維持することができるよう、防災・減災、国土強靱化の取組の加速化・深化を図るため、

• 激甚化する風水害や切迫する大規模地震等への対策（２６対策）

• 予防保全型インフラメンテナンスへの転換に向けた老朽化対策（１２対策）

• 国土強靱化に関する施策を効率的に進めるためのデジタル化等の推進（１５対策）

を柱として、令和７年度までの５か年に追加的に必要となる事業規模等を定め、重点的・集中的に５３の対策を講ずる。

１．基本的な考え方

２．重点的に取り組む対策

激甚化する風水害や切迫する大規模地震等への対策
予防保全型インフラメンテナンス
への転換に向けた老朽化対策

３．本対策の期間

事業規模を定め集中的に対策を実施する期間：令和３年度（２０２１年度）～令和７年度（２０２５年度）の５年間

気候変動に伴い激甚化・頻発
化する自然災害に対応するた
め、事前防災対策を推進

大規模地震時の緊急物資輸送機
能等の確保のため、社会資本の耐
震対策等を推進

緊急または早期に措置すべき社会
資本に対する集中的な修繕等の対
策を推進

国土強靱化事業を
円滑化するＩＣＴの
活用を推進

観測体制強化やス
パコン等活用により
気象予測を高度化

ﾄﾞﾛｰﾝによる
広範囲の形
状計測

地上型ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅｰに
よる高精度形状計測

設計時と出来形
の3Dﾃﾞｰﾀ比較に
よる施工管理

国土強靭化に関する施策を効率的
に進めるためのデジタル化等の推進
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6.3 6.4 6.6 

7.6 
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9.3 

0.0

5.0

10.0

15.0

H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

（兆円）

9.5

（当
初
）

（補
正
）

14.9

（年度）
※ 本表は、予算ベースである。また、計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがある。
※ 平成21年度予算については、特別会計に直入されていた地方道路整備臨時交付金相当額（6,825億円）が一般会計計上に変更されたことによる影響額を含む。
※ 平成23・24年度予算については、同年度に地域自主戦略交付金に移行した額を含まない。
※ 平成26年度予算については、社会資本整備事業特別会計の廃止に伴う影響額（6,167億円）を含む。
※ 防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策の初年度分は、令和２年度第３次補正予算により措置する。（ 「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」令和２年12月11日閣議決定）

（案）

公共事業関係費（政府全体）の推移

8.5兆円

防災・減災、国土強靱化の
ための３か年緊急対策

防災・減災、国土強靱化の
ための５か年加速化対策
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公共工事の円滑な施工確保について （令和３年１月29日地方公共団体あて要請）

（１） 予定価格の適正な設定

〇労務・資材等の最新の実勢価格等を反映した適正な積算の実施
〇災害や不調、不落の場合等における見積りの積極的な活用
〇歩切りの根絶について改めて徹底すること

（２） ダンピング対策の強化
〇低入札価格調査基準制度、最低制限価格制度の活用の徹底

※課長通知において以下の事項について通知
・ 調査基準価格の算定方式や設定範囲等の改訂等、必要な見直しの実施
・ 低入札価格調査について、適切な調査の実施を徹底すること
・ 発注体制上の課題等により価格調査の実効性確保が困難である場合等は必要に応じて、
最低制限価格制度の活用などを検討すること

（３） 設計変更等の適切な実施
〇適切な設計図書の変更や、これに伴い必要となる請負金額や工期の変更
〇建設資材の不足を原因とした工事の遅れなど、受注者の責めに帰すこと

ができない事由により工期が遅れる場合の適切な工期の変更
〇遠隔地の資材調達や地域外からの労働者確保に係る設計変更等

適正な価格による契約

（１）地域の実情等に応じた適切な規模での発注
〇複数工区での発注等、適切な規模の発注
〇施工箇所が点在する工事の間接費の適切な運用

※課長通知においても、入札不調等が生じている場合等は、必要に応じて、複数工期をまとめ
て発注する等の発注ロットの拡大や地域要件の緩和等について適宜検討する旨を通知

（２）技術者の専任等に係る取扱い
〇監理技術者等の専任に係る取扱の適切な対応

技術者・技能者等の効率的活用等

〇入札公告等の準備行為の前倒し、総合評価落札方式における提出
資料の簡素化、事業執行の効率化等に資する適切な規模での発注等

〇災害復旧事業における随意契約や指名競争入札の活用

※課長通知において、以下の事項について通知
・災害復旧工事等の発注に当たって、地域の実情等も考慮し、必要に応じて概算数量発注の
活用についても適宜検討すること

入札契約手続の迅速化等

（１）受注機会の確保等
○適切な地域要件の設定や、地域精通度等の適切な企業評価
〇前金払制度のさらなる活用、前金払いの迅速かつ円滑な実施

（２）技能者の就労環境の改善
〇社会保険未加入業者の排除等による適切な水準の賃金支払の促進
〇前払金、中間前払金の活用、適正な工期の設定、柔軟な設計変更

地域の建設業者の受注機会の確保等

〇「工期に関する基準」等に基づき、休日等を考慮し、適正工期を設定
〇週休２日等を考慮し、必要となる労務費や機械経費等を適切に反映
〇債務負担行為の活用など、施工時期の平準化を図ること

（財政部局、農林・教育等の部局を含めた緊密な連携・取組など）

※課長通知において、社総交事業に係る債務負担行為の活用等について通知

適正な工期設定、施工時期の平準化等

〇公共工事の調査・設計の発注についても、円滑な施工確保の取組を工事と同様に実施調査及び設計の円滑な実施

○ 防災・減災、国土強靭化の加速化等を図る観点から、公共工事の円滑かつ適切な執行に向けて、適正価格による契約等の適切な措置の実施を要請

（『公共工事の円滑な施工確保について』令和３年１月２９日総務省自治行政局長・国交省不動産・建設経済局長、『公共工事の円滑な施工確保に向けた取組について』 令和３年１月２９日総務省行政課長・国交省建設業課長）

〇公共工事を受注する地域の建設業団体等との意見交換等を通じた緊密な連携により、公共工事の受注環境等の把握に努め、工事の円滑な発注や
入札契約の適正化等に努めること

地域の建設業団体等との緊密な連携
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直轄工事/業務の円滑な発注及び施工体制の確保
（令和３年１月29日 各地方整備局等へ通知 地域発注者協議会を通じて自治体にも情報提供）

<入札契約>

入札契約手続き全般の柔軟な対応
・競争参加資格確認申請書及び資料等の提出期限の延長 ・ヒアリングの原則省略
・技術提案のテーマ数や提案数は必要に応じて最小限 ・総合評価委員会等のテレビ会議等活用した効率化 等

発注ロットの拡大
・難易度が比較的低い工事は上位等級工事への参入、比較的高い工事は下位等級工事への参入を可能

直轄事務所発注工事における指名競争入札の活用
・競争参加者が少数と見込まれる比較的難易度が低い工事について、広く入札参加意欲を確認し施工能力を評価する方式
（指名競争・総合評価落札方式、フレームワーク方式）等

概算数量発注の活用
・適切な概算数量の設定や条件明示の徹底により、適切に設計変更

<設計積算>

新型コロナウイルス感染症の感染防止対策に係る費用の適切な設計変更
・労働者宿舎における密集を避けるための、近隣宿泊施設の宿泊費・交通費
・現場従事者のマスク 、インカム 、シールドヘルメット等の購入・リース費用
・現場に配備する消毒液、赤外線体温計等の購入・リース費用 ・遠隔臨場やテレビ会議等のための機材・通信費
・新型コロナウイルス対策に伴う熱中症予防のための対策費用

<施工段階>
検査、打合せ等の実施に当たっては、可能な限り電話、インターネット等を活用

工事書類や中間技術検査の簡素化、遠隔臨場の積極的活用

<成績評定> 感染拡大防止を図るために柔軟な対応を行った場合でも成績評定で適切に評価
・感染拡大防止を図るために災害防止協議会や訓練等の時期を調整する 等

○R2補正予算にて「防災・減災、国土強靭化の推進」に係る予算が措置され、引き続き公共事業予算の迅速な執行と
ともに、円滑な施工を確保することが重要。

○緊急事態宣言が再び発出されるなど新型コロナウイルス感染症の感染拡大が深刻な状況においては、例年に比べ、
入札契約事務作業が遅れる可能性もある。

○引き続き、入札契約手続き全般の柔軟な対応等の特例的な対応を行い、受発注者双方の負担を軽減し、できるだけ
早く入札契約手続きが進められるよう努力。併せて、「三つの密」の回避等の感染拡大防止対策を徹底。

「国土交通省所管事業の執行における円滑な発注及び施工体制の確保に向けた具体的対策について」（令和３年１月２９日付け国会公契第32号、国官技第268号等）78



地域の現状・課題を
共有・改善

・施工確保に向けた
取組の要請

・地域の取組の共有

・地域の発注者との
連携の要請

・地域の取組の共有

・入札契約による改善検討 等 ・地域の状況の集約・国への提供
・入札契約に係る課題改善要望 等

○「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」等による公共工事の着実な実施が図られるためには、発注者
と建設業団体との緊密な連携が重要

○地方公共団体に対しても、総務省と連名で取組を要請

➡ 地域の建設企業が円滑に施工に取り組むことができる環境を官民一体となって整備

○ 防災・減災、国土強靭化の推進、コロナ禍から
の日本経済の早期回復のために公共事業の
円滑な施工が必要不可欠

○今後の公共事業の円滑な施工に向けて、
都道府県等との意見交換会の早期開催など
受発注者間の意思疎通の緊密化、地域の状況

の集約等

地域の受発注者間の連携・意思疎通

○受注者側の受注体制
工事稼働状況等の共有

○入札契約に係る課題
改善要望 等

国土交通省

○発注見通しの共有

○施工確保取組の共有

○制度の改善検討 等

国土交通省
（本省）

［公共工事の施工確保］ 発注者と建設業団体との意思疎通の緊密化

※令和３年２月８日、全建会長から都道府県会長あてに依頼

（適宜連携）

○ 国交省の施工確保通知を受け、
会長から会員各社に対して、全力で
施工体制の確保を図るよう要請・周知

○ 全国各地区の公共工事発注者との
意見交換等を実施

地域の
建設業団体

都道府県など
地方公共団体

建設業団体
（全国組織）

［ 全建の取組例 ］

［ 日建連の取組例 ］

［ 全中建の取組例 ］ ○ 全建と同様に、地方公共団体と意見交換会を開催するなど、意思疎通の緊密化の取組を実施

国交省から地方公共団体に対し、発注者と建設業団体との意思疎通の緊密化、受注環境の把握、円滑な発注等を要請※

※『公共事業の円滑な施工確保について』（令和３年１月29日総務省自治行政局長・国土交通省不動産・建設経済局長通知）、
『公共工事の円滑な施工確保に向けた地方公共団体と地域の建設業団体等との意見交換の推進について（依頼）』（令和3年2月8日付国土交通省不動産・建設経済局建設業課長事務連絡）
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建設業における新型コロナウイルス感染症対策
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新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に伴う建設工事等の対応（概要）

○施工中の工事等における一時中止措置等の対応について通知

・新型コロナウイルス感染症の罹患や学校の臨時休業等に伴い技術者等が確
保できない場合や、資機材等が調達できないなどの事情で現場の施工を継続
することが困難となった場合の他、受注者から一時中止等の申出があった場合
において、受注者の新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に向けた取組
状況等の事情を個別に確認した上で、必要があると認められるときは、受注者
の責によらない事由によるものとして、工期の見直し及びこれに伴い必要となる
請負代金額の変更、一時中止の対応等、適切な措置を行う

（令和２年４月８日国土入企第６号、令和２年５月25日事務連絡、令和３年１月７日国不入企第31号等）

○公共工事に係る対応（一時中止等や工事現場等での感染予防対策）について、民間
発注者団体に対しても周知

○資機材等の調達困難や感染者の発生など、新型コロナウイルス感染症の影響により
工事が施工できなくなる場合は、建設工事標準請負契約約款において、「不可抗力」
によるものとして受注者は発注者に工期の延長を請求でき、増加する費用については
受発注者が協議をして決めることとされている旨を周知

（令和２年４月８日事務連絡、４月17日国土建第７号、令和２年５月25日事務連絡、令和３年１月７日事務連絡等）

民間工事における一時中止等の対応（建設業者団体・民間発注者団体あて）

公共工事における一時中止等の対応
（都道府県・政令市あて、市町村・建設業者団体等にも周知)

(参考) 直轄事業における一時中止措置等 ※都道府県等に対して参考周知
(令和２年4月７日国地契第１号等、令和２年５月25日事務連絡、令和３年１月７日国会公契第29号等)

・受注者から一時中止等の希望の申出がある場合、感染拡大防止に向けた取組状況等の事情を
個別に確認した上で、必要があると認められるときは、受注者の責めに帰すことができないものとし
て、工事等の一時中止や設計図書等の変更を行い、一時中止措置等行った場合においては、
必要に応じて請負代金額の変更や工期の延長等、適切に対応する。
※工事等を継続又は再開する場合に、感染拡大防止対策を適切に実施

【入札等の手続及びヒアリングの実施等について】
・総合評価落札方式における評価等について、適宜柔軟な対応を行う
・公告案件において原則ヒアリングを実施しない。公告済の案件も、可能な限り省略

○建設現場やオフィスにおける、感染予防対策の基本的事項について、 「建設業

における新型コロナウイルス感染予防対策ガイドライン」を作成し、周知。
※コロナウイルス対策に伴う熱中症リスク軽減のための取組等も追記

（令和２年５月14日国土建第18号、令和２年７月１日国不建第１号、令和２年８月25日国不建第82号、令和２年12月24日国不建第302号等）

○施工中の工事の現場等において、現場状況などを勘案しつつ、アルコール消毒

液の設置や不特定の者が触れる箇所の定期的な消毒、現場でのマスク着用、

手洗い・うがいなど、感染予防の対応を徹底するとともに、受注者を通じてすべ

ての作業従事者等の健康管理に留意するよう依頼

○コロナウイルス感染症の感染者（感染の疑いのある者を含む。）及び濃厚接触

者があることが判明した場合に、速やかに受注者から発注者に報告するなど、

所要の連絡体制の構築を図るとともに、都道府県等の保健所等の指導に従い、

感染者本人や濃厚接触者の自宅待機をはじめ、適切な措置が講じられるよう

依頼
（令和２年４月８日国土入企第６号、 令和２年４月17日国土建第７号、令和２年５月25日事務連絡、令和３年１月７日国不入企第31号等）

○建設工事の現場では、元請事業者はじめ、施工に携わるそれぞれの立場で、極

力、「三つの密」の回避や影響の軽減がなされることが重要。

特に、建設現場での朝礼・点呼、各種打合せ、着替えや食事休憩、密室・密閉

空間における作業などについて、他の作業員と一定の距離を保つことや作業場

所の換気の励行など、「三つの密」の回避や影響緩和のための対策徹底等につ

いて依頼 （建設現場の「三つの密」回避等の取組事例についても周知 ）

（令和２年４月８日国土入企第６号、令和２年４月17日国土建第７号、令和２年５月25日事務連絡、令和３年１月７日国不入企第31号等）

※直轄事業：感染拡大防止対策を徹底するとともに、追加費用を要する感染拡大防止対策で必要
と認められるものについては請負代金額や工期等の変更を行う旨通知
(令和２年４月20日国地契第５号等)(地方公共団体及び建設業者団体等に参考送付)

工事現場等での感染予防対策
（都道府県・政令市・建設業者団体あて）

令和３年１月７日時点

新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針における建設工事等の位置づけ

○公共工事等の安全安心に必要な社会基盤に係る事業者については、緊急事態宣言時においても最低限の事業継続を要請
※「新型コロナウイルス感染症緊急経済対策」においては、公共工事の早期執行を図り、景気の下支えに万全を期すこととされている

○緊急事態宣言時においても、国民の安定的な生活の確保の観点から、インフラ運営関係等に係る事業者については、自宅等で過ごす国民が必要最低

限の生活を送るために不可欠なサービスを提供する関係事業の事業継続を要請
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日付

工事 業務

一時中止
の件数

割合
工期延長
の件数※3 割合 全件数※1 一時中止

の件数
割合

履行期間
延長

の件数※3
割合 全件数※1

緊
急
事
態

宣
言
中

緊急事態宣言
対象区域

（1都2府8県）
2/4 時点

17件
（0.19%）

33件
（0.37%） 約9,000件

77件
（0.62%）

165件
（1.83%） 約12,500件(12件) (19件) (39件) (88件)

日付

工事 業務

一時中止等
の件数

割合 全件数※1 一時中止等
の件数

割合 全件数※1

緊
急
事
態

宣
言
中

対象地域が
全国へ拡大前

4/10時点 約100件 （2%） 約6,000件 約600件 （15%） 約4,000件

対象地域が
全国へ拡大後

4/30時点 約280件 （4%） 約7,000件 約940件 （14%） 約6,500件

緊急事態宣言 解除後 7/28時点 0件 （0%） 約8,000件 0件 （0%） 約10,000件

○国土交通省直轄工事では、受注者から申し出がある場合に、一時中止等の措置を行うこととしており、緊急事
態宣言が全国に拡大された後の４月３０日時点で、直轄工事全体の４％で一時中止を行っていた。

○その後、感染拡大防止対策をとった上で工事を再開する動きとなっており、７月２８日時点で全ての工事・業務
が再開している。

○1月7日に発出された緊急事態宣言以降においても、一時中止の件数割合は2月4日時点で直轄工事全体の
１％未満。

国土交通省直轄工事・業務における一時中止等の状況
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※1：工事・業務の全件数はコリンズ・テクリスより、以下のとおり検索した件数を計上している。
・【4/10時点の全件数】検索条件：4/8時点で契約中である工事・業務、検索時点：4/10
・【4/30時点以降の全件数】検索条件：それぞれの時点で契約中である工事・業務、検索時点：それぞれの時点

※2：各件数の下段（）書きは、緊急事態宣言対象区域内の工事・業務の件数
※3：工期延長・履行期間延長の件数は、緊急事態宣言発出（1/7）以降に申し出があった累積件数



建設業における新型コロナウイルス感染予防対策ガイドライン（令和２年12月24日改訂版）

１．はじめに

○「新型コロナウイルス感染症対策の基本的方針（令和２年５月２５日変更）」において、公共工事は社会の安定の維持の観点から、緊急事態措置の期間中
にも、継続を求められる事業として位置づけられている。

○また、国民の安定的な生活の確保の観点から、インフラ運営関係（電力、ガス、上下水道等）、家庭用品のメンテナンス関係（配管工・電気技師等）等の
事業者について、自宅等で過ごす国民が、必要最低限の生活を送るために不可欠なサービスを提供する関係事業の事業継続を要請するとされており、公共
工事以外の建設工事についてもこれらの事業の継続のために必要な工事については継続することが求められるものと考えられる。

２．感染防止のための基本的な考え方

○「三つの密」が生じ、クラスター感染発生リスクの高い状況を回避するため、最大限の対策を講じる。
○ 特に、「三つの密」が生じやすいと考えられる建築工事の現場やオフィスにおいては、感染防止対策の徹底に注意が必要である。

３．講じるべき具体的な対策

（１）感染予防対策の体制 / （２）健康確保 / （３）建設現場 / （４）オフィス等における勤務 /  （５）通勤 /  （６）従業員・作業員に対する
協力のお願い /  （７）感染者が確認された場合の対応 /  （８）その他

（３）建設現場 [詳細]
○施工中の工事等における新型コロナウイルス感染症の拡大防止措置等については、手洗いなどの感染予防の徹底に加え、建設現場における「三つの密」の
回避やその影響を緩和するための対策の徹底を図ることが必要である。

○建設現場における朝礼・点呼や現場事務所等における各種打合せ、更衣室等における着替えや詰め所等での食事・休憩など、現場で多人数が集まる場面や
密室・密閉空間における作業などについて、「三つの密」の回避やその影響を緩和するための対策を徹底するものとする。

（ⅰ）建設現場における対応
• 現場入場時の体温測定等、個々の建設現場に
おいて適切な健康管理を実施する。

• 内装工事や仮設昇降機内などで閉鎖もしくは
狭い空間に多人数が集まる場面では、マスク
着用は元より、工事エリアごとに区画を設定
し、人数制限を設けるほか、扉・窓の開放に
よる自然換気、換気装置の設置などにより、
感染を予防する。

• 特に、重機や車両のハンドルや操作レバー等
複数の従業員が頻繁に触れる箇所については
こまめに消毒を行う、必要に応じ、車両運転
時に使い捨てのゴム手袋等を着用する。 等

※気温・湿度が高い時期においては、現場の状況に
応じた熱中症対策に取り組む。

（ⅱ）建設現場への移動・立ち入り
• 現場の状況に応じ、作業員を複数
班に分け、入場時間や退場時間を
一定時間ずらす。

• 建設現場に車両で移動する際には、
車両数を増やす、近隣に借地し駐
車スペースを確保する等により、
同乗・相乗りを可能な限り避ける
ようにする。 等

（ⅲ）作業員宿舎における対応
• 宿泊する作業員が密な状態となら
ないよう、発注者と協議の上、十
分な広さの作業員宿舎を確保する
等

（ⅳ）休憩・休息スペース
• 食堂等で飲食する場合、時間をずらす、椅子を間引く、車中で食事を取
る他、できる限り２メートルを目安に距離を確保するよう努める。困難
な場合も、対面で座らないようにする。これらの措置が困難な場合は、
簡易なパーテーション（アクリル板等）を設置する。 等

※寒冷な場面においては、適切な換気（機械換気による常時換気や室温が下がらない範
囲（18℃以上を目安）での常時窓開け）や適度な保湿（湿度40％以上を目安）を行う。

（ⅵ）入札契約に関する対応
• 建設工事の一時中止等の際には、下請契約においても、工期の見直し
や一時中止の措置等を適切に講じるほか、下請負人や技能労働者の事
業や生業の継続に支障が生じることがないよう十分な配慮をするとと
もに、適切な代金の支払い等、元請負人と下請負人との間の取引の適
正化の徹底を図る。

• 感染拡大防止対策に必要な設計変更について発注者との協議を行うな
ど、入札契約手続きにおいて適切な対応を行う。 等

（ⅴ）トイレ
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現場で実施される感染拡大防止の取組への支援

「３密」の中での打合せ
⇒現場事務所の拡張

シールドヘルメットインカム

労働者宿舎（↑外観、
→共用スペース）

⇒近隣宿泊施設の確保

サーモグラフィー体温計

Webカメラを活用した
遠隔による現場確認

○ 直轄工事・業務では、感染拡大防止のため、「3密」の回避や沿革での現場確認など、必要と認めら
れる対策について、精算時に契約変更を実施。

※以下の例に限らず、受発注者の協議により設計変更の対象となることもあるため、様々な工夫を期待（契約額に大きく関わる対策は前広な協議を）
（設計変更の対象とする対策の例）

作業時のマスク着用

消毒液の設置
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建設キャリアアップシステムの普及促進
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CCUSCCUS
技能者情報

○経験
○知識・技能
○マネジメント能力

事業者情報
〇建設業許可情報
〇財務状況
〇取引先
〇社会保険加入状況

〇「建設キャリアアップシステム（CCUS）」は、技能者の資格、社会保険加入状況、現場の就業履歴等を業
界横断的に登録・蓄積する仕組み

〇若い世代にキャリアパスと処遇の見通しを示し、技能と経験に応じ給与を引き上げ、将来にわたって建設業
の担い手を確保し、ひいては、建設産業全体の価格交渉力を向上させるもの

建設キャリアアップシステム（CCUS）の取組

業界横断的な経験・技能の蓄積

専門工事企業の見える化

・資格を登録
・カードをリーダー
にかざし就業履歴
を蓄積

能力評価基準
（※）に基づき
レベルを判定

レベル２

レベル３
レベル４

初級技能者
（見習い）

中堅技能者
（一人前）

職長として現場に
従事できる者

高度なマネジメント
能力を有する者

（登録基幹技能者等）

※専門工事業団体等が職種毎の能力評価基準の策定・能力評価の実施

経験年数 □年

レベル１

経験年数 ○年

○○技能講習

１級□□技能士

班長経験 □年

経験年数 ★年

登録基幹技能者

職長経験 ★年

レベルに応じて
カードも色分け

建設技能者の能力評価

CCUSと連携し、所属する技能者のレベ
ルや人数に応じて☆～☆☆☆☆により
評価を見える化

呼称 団体
賃金目安（年収）の設定額
レベル２ レベル３ レベル４

型枠技能者 (一社)日本型枠工事業協会 550万円
640～
590万円

820～
620万円

機械土工技能者 (一社)日本機械土工協会 400万円 600万円 700万円

トンネル技能者 （一社）日本トンネル専門工
事業協会

750～
500万円

1100～
850万円

1200万円

基礎ぐい工事技能者 (一社)全国基礎工事業団体連
合会

462～
344万円

673～
576万円

723～
620万円

（例）各職種における賃金目安
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『官民施策パッケージ』 ポイント （R2.3.23 とりまとめ）

令和5年度からの「あらゆる工事でのCCUS完全実施」に向けた３つの具体策

○レベルに応じた賃金支払い：レベルに応じた賃金目安の設定、下請けによる職長手当等マネジメント
フィーの見積への反映・元請による見積尊重

⇒ 専門工事業団体の標準見積書改定に向けたWGを開催

○更なる利便性向上：顔認証入退場の推進、マイナポータルとの連携

⇒ 令和元年度・２年度補正予算を活用し開発の検討、実証事業実施等

レベルに応じた賃金支払いの実現と更なる利便性・生産性向上の施策

⇒ 令和３年度より、電子申請方式と同時にCCUSの本格活用をスタート

Ⅰ CCUSと建退共の連携：CCUSに蓄積される就業履歴情報により、建退共掛金が充当

Ⅱ 社保加入確認：建設技能者の現場入場時の社会保険加入の確認においてCCUS活用を原則化

⇒ 令和２年10月よりガイドラインを改定し、現場での運用スタート

Ⅲ 公共工事等での活用：国直轄工事でのCCUS義務化・活用推奨モデル工事の実施、地方自治体発

注工事でのCCUS活用の取組

⇒ 令和３年度に国直轄等でCCUS活用工事の対象拡大

市町村を含む地方自治体への働きかけを強化
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赤羽国土交通大臣と建設業団体の意見交換会（R2.11.30）

R2.11.30
赤羽大臣と建設業４団体(日建連・全建・全中建・建専連)との意見交換
：防災・減災、国土強靭化の取組の推進や建設キャリアアップシステム

の更なる普及・定着に向けた今後の取組について意見交換

意見交換会の概要

○建設キャリアアップシステム（CCUS）について官民施策パッケージを深化させるため、
大臣から事務方に以下について指示。

• 令和３年度に国直轄工事等でCCUS活用工事の対象拡大

• 公共事業労務費調査においてCCUS登録者の賃金実態の調査・分析

• 市町村を含む地方公共団体発注工事におけるＣＣＵＳ活用について働きかけを強化

○大臣より４団体に対し、「業界共通の制度インフラ」として育て、定着させるため、
現場での加入促進や技能者が確実に就業履歴を蓄積できる取組を徹底するよう要請

○４団体との間で、CCUSの普及・定着に向けて、官民をあげて取り組んでいくことを確認
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建設キャリアアップシステムの登録状況

89

（単月） （累計） （単月） （累計）

（単月） （累計）
2020年度累計676万

技能者登録 (参考)技能者数 事業者登録 (参考)建設業許可

全国
463,614人

(14.3%)
3,240,000人 90,403者

(19.1%)
472,473者

○ 就業履歴数は順調に増加（Ｒ３．１ 月間約９３万回）※

※２０２０年１２月に初の100万回超え

○ 約7.3万の事業者※が登録
※一人親方を除く。一人親方を加えた数値は約９万事業者

○ 約46万の技能者が登録

（参考）

(注)技能者登録、事業者登録数はR3.1末時点
技能者数は労働力調査（総務省）のR元平均より国土交通省推計
建設業許可数はR2.3末時点



都道府県におけるCCUSに係るモデル工事等の状況

＜直轄Ｃランク工事＞

● 都道府県建設業協会が賛同

○ 協会において検討中

＜都道府県工事での評価＞

● モデル工事の実施

◎ 総合評価における加点

○ 入札参加資格での加点

△ 検討中

国土交通省調べ 等

直轄Ｃランク工事の実施について、１７の都道府県建設業協会において賛意を表明する動き （他に４協会が検討中）

都道府県発注工事は、４４団体で企業評価を導入又は検討中 （ １１県が企業評価を導入、３３都道府県で評価の導入を検討）

Ｒ２年４月より、総合評価方式での工事発注において
「建設マネジメント」の項目として0.25点加点（Ｒ2年度
は予定価格8000万円以上が対象） 等

【長野県】 総合評価等において加点

総合評価方式において、「ＣＣＵＳの元
請企業の事業者登録と活用」を実施

する場合に加点評価 （試行）
※現場にリーダーを設置し、技能者が利用

する場合に評価

【滋賀県】 総合評価において加点

Ｒ２年４月より、総合評価方式（一
部類型を除く）の公告案件で、ＣＣ
ＵＳの活用を加点項目に追加

【福島県】 総合評価において加点

県土整備部発注工事（土木一式工事）において総合
評価で加点 （試行）

【山梨県】 総合評価において加点

【静岡県】 総合評価等において加点

総合評価方式での工事発注において
、元請がCCUSに事業者登録している
場合に「企業の施工能力」の項目とし
て0.5点加点

■評価実施

■今後検討

都道府県発注工事でのモデル工事等の実施状況

Ｒ２年８月より事業者登録（元請）

、技能者登録及びカードリーダー

設置等を工事成績評定の加点

条件とするモデル工事を実施

【宮城県】モデル工事を実施

※令和２年４月、都道府県等に対して、直轄事業でのモデル工事や先行する県による総合評価での加点等を踏まえ取組を要請

※その他の市町村では、茅ヶ崎市が総合評価における加点を導入済

Ｒ２年８月以降、大規模工事等を対象として、国の基準に
準じた義務化モデル工事と活用推奨モデル工事を実施

【宮崎県】 国と類似のモデル工事を実施

都道府県名
直轄Ｃランク

工事
都道府県工事

での評価
都道府県名

直轄Ｃランク
工事

都道府県工事
での評価

北海道 △ 滋賀県 ● ◎

青森県 △ 京都府 △

岩手県 △ 大阪府 ● △

宮城県 ● ● 兵庫県 ●（予定） △

秋田県 △ 奈良県 △

山形県 和歌山県 △

福島県 ● ◎ 鳥取県 △

茨城県 △ 島根県 ● △

栃木県 ● ◎ 岡山県 ● △

群馬県 ● ● 広島県 △

埼玉県 △ 山口県 △

千葉県 徳島県 △

東京都 ● △ 香川県 △

神奈川県 △ 愛媛県 △

新潟県 高知県 ○ △

富山県 △ 福岡県 ○

石川県 △ 佐賀県 ○ △

福井県 △ 長崎県 ○ ◎

山梨県 ● ◎ 熊本県 △

長野県 ● ◎ 大分県 △

岐阜県 ●（予定） △ 宮崎県 ● ●

静岡県 ● ◎○ 鹿児島県 ● △

愛知県 ● △ 沖縄県 △

三重県 ○ △

※郡山市が入札参加資格において加点

※浜松市が総合評価において加点

(R３.1.１３ 現在)

元請のカードリーダー設置のほか、下請事業者や技能
者の登録等を工事成績評定の加点条件とするモデル
工事を、発注者指定型と受注者希望型の２方式で実施

【群馬県】モデル工事を実施
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建設業の許可・経営事項審査の電子化
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建設業許可・経営事項審査申請手続の電子化に向けた取組について

●建設業許可、経営事項審査（経営規模等評価）の申請については書類での申請のみ
→申請準備、審査が申請者及び許可行政庁双方にとって大きな負担。

【現状】

●経済財政運営と改革の基本方針2020 （令和２年７月１７日閣議決定）
「建設業許可の電子申請化など関係手続のリモート化を進める」

●規制改革実施計画（令和２年７月17日閣議決定）
「経営事項審査申請について、早期のオンライン化を実現するとともに、オンライン化に当たっては、ＢＰＲを徹底して、

申請書類の簡素化、ワンスオンリーの徹底等を行い、行政手続コストの更なる削減を実現する。【令和４年度中措置】」

【方針等】

〇 建設業許可・経営事項審査について、遅く
とも令和４年度までに電子申請システムを運
用開始

○ 大臣許可業者・都道府県知事許可業者を
問わず、全ての建設業者にとって電子申請が
可能となるよう、国と都道府県で統一のシス
テムを構築

〇 他機関のシステムとのバックヤード連携や
既に提出した情報のプレプリント機能、エラー
表示機能等を実装し、申請手続・審査の負担
軽減を最大限実現

国税庁
システム

厚労省
システム

法務省
システム

バックヤード連携による確認で
添付書類を不要化

許可・経審
システム

・・・

現在 書面で申請

電子申請により、書類取得等の負担を軽減
電子申請
導入後

・過去の申請内容の自動入力
・エラー表示機能 等
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